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Abstract 
 
In Japan, where frequent earthquakes occur, wooden houses built by conventional construction 
technologies occupy the majority of domestic detached houses. A highly reliable seismic diagnosis of 
the houses is required for residents to live in safe and secure environments. However, the reliability of 
the current seismic diagnosis is considered insufficient, because the house inspectors confirm only the 
presence or absence of the pillars or braces which are strength members of houses in the seismic 
diagnosis. On the other hand, the rapid seismic diagnosis of the affected houses is required when a 
large earthquake occurred. However, the rapid seismic diagnosis is difficult, because the seismic 
diagnosis needs skilled house inspectors for the evaluations and the number of inspectors is not enough. 
Moreover, as Japan is facing a problem of aging and depopulation, a shortage of skilled inspectors 
appears year by year. 
In this research, a multi-static linear array radar (MSLAR) was proposed as a new nondestructive 
inspection system for seismic diagnosis of the houses by the conventional construction method to 
solve the issues mentioned above. For MSLAR, a resistively loaded printed bowtie antenna operating 
at the frequency range of 10 GHz to 20 GHz was optimized and designed, and a linear array antenna 
composed of these antennas was designed and optimized. A calibration method applicable to MSLAR 
was proposed for the linear array antenna which has transmitting and receiving antennas regularly 
arranged. This method allowed calibration of the transfer functions of the transmitting and receiving 
channels without disconnecting the antennas from the radar system by the calibration data measured 
with the metal reflection plate arranged at a short distance from the antenna. Considering the antenna 
arrangement, the frequency domain data acquired at all transmitting and receiving channels were 
calibrated by the calibration matrix made from the calibration data acquired at only the closest 
transmitting and receiving channel pair. The performance test of the developed MSLAR at 10-20GHz 
showed that MSLAR can reconstruct clearly a three-dimensional image of the shape of the brace inside 
the wooden house wall model of the conventional construction technologies. Evaluation tests of the 
calibration method using MSLAR also shows that the artifact of the target image disappeared and the 
range distance of the target image is corrected. The demonstration test for the models which were 
faithfully simulating actual outer walls of a wooden house built by the conventional construction 
technologies showed that MSLAR can reconstruct clearly the three-dimensional image of the shape 
of the brace inside the wooden house wall.  
In addition, the support system of seismic diagnosis was discussed in order to apply MSLAR to 
actual seismic diagnosis. By using MSLAR and this support system, the arrangement and cross-section 
of the braces inside the wooden house wall were measured from the three-dimensional image of that. 
The accuracy was enough to specify the brace cross-section standardized in increments of 15 mm. It 
was showed that it is possible to calculate the earthquake resistance strength with high reliability by 
specifying the shape of the brace. Furthermore, it was showed that it is possible to realize both 
expediting and labor saving of confirmation work on site. 
 
論文概要 
 
 地震の多発する我が国において国内の戸建て住宅の大半を従来工法の木造住宅が占めて
いる．その居住者が安全安心な住環境で暮らすためには，信頼性の高い木造住宅の耐震診断
が必要とされている．しかしながら，現在行われている耐震診断では家屋の強度部材である
柱や筋交いの情報収集において検査員の目視でその有無を確認するのみであり，したがっ
てその診断結果は信頼性のばらつきが生じる危険性を含んでいると考えられる．また大型
地震に被災した多くの木造家屋の被災状況の診断では，被災家屋の迅速な耐震診断が求め
られる．しかしながら，木造家屋の耐震診断では数に限りのある熟練した住宅検査員による
現地調査が必要であり，十分な対処を迅速に実施することは難しいと考えられる．そのうえ
高齢化や人口減少が進展している我が国の状況において，熟練した住宅検査員の人手不足
は年々進んでいくことが予想される． 
これらの課題を解決するために，本研究では従来工法木造住宅の耐震診断へ適用可能な
新しい非破壊検査装置としてマルチスタティックリニアアレイレーダ（MSLAR: multi-static 
linear array radar）の利用を提案した．レーダシステムの開発において，10 GHz～20 GHz の
帯域で動作する抵抗装荷プリント化ボウタイアンテナを最適化設計し，このアンテナから
成るリニアアレイアンテナを最適化設計した．MSLAR に適用可能なリニアアレイアンテナ
の校正方法を提案した．この校正方法は，アンテナから近距離に配置した金属の反射板の計
測データから，アンテナを装置から取り外すことなく各送信チャンネル，受信チャンネルの
伝達関数の校正を行うことを可能にするものである．送受信アンテナが等間隔に配置され
ていることに着目し，最も近接した送受信チャンネルの計測データのみから校正行列を作
成することで，全ての送受信チャンネルの組み合わせにおける周波数領域での計測データ
の校正が可能であることを示した．開発した 10 GHz～20 GHz 帯 MSLAR の性能確認試験を
実施し，在来工法の木造家屋壁モデル内部の筋交い材の形状を明瞭に 3 次元映像化するこ
とが可能であることを示した．3 次元映像に対する校正方法の効果の評価も行い，目標物の
虚像が消えレンジ方向の目標物の位置が正確に表示されることを示した．実際の従来工法
木造家屋の外壁を忠実に模擬した試験体を利用して，木造家屋壁内部の 3 次元映像化能力
を実証した． 
更に実際の木造住宅の耐震診断へ MSLAR を適用するための耐震診断支援システムを検
討した．MSLAR とこのシステムを利用することで，3 次元映像出力から筋交いの配置や形
状を具体的に把握できることを示した．その能力は 15mm 刻みで規格化されている筋交い
形状の特定に十分であることを示した．筋交いの形状を特定することで信頼性の高い耐震
強度計算が可能になることを示した．そしてその操作性の良さから現場確認作業の迅速化
と省力化を同時に実現可能であることを示した． 
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第 1章 緒論 
 本章では研究の背景となった従来工法木造家屋の耐震診断の現状について示す．そして
現状の耐震診断の課題を示しそれを解決する非破壊検査手法について検討する．検討の結
果から 3 次元イメージングレーダ技術を応用した非破壊検査装置を提案する．章末に本研
究の目的と本論文の構成を示す． 
 
1.1 研究の背景 
 現代社会において，人々が生活をする上で必要な環境のうち，住宅は生活に直結した最も
重要な環境に位置づけられる．快適な生活を営むために人々はそれぞれの趣向に合わせた
住環境を整える．日本では伝統的に木材を利用した木造住宅が多い．図 1.1 に日本における
新規着工住宅戸数推移の棒グラフをしめす．森林資源が豊富な日本の気候風土に合った木
造住宅は，日本人の感性に最も適した住宅として現在でも新設着工住宅の過半数を占めて
いる．図 1.2 に平成 26 年度の新設着工住宅における構造別・建て方割合を示す．特に戸建
て住宅においては，新設着工住宅の 9 割近くが木造住宅となっている．一方で，日本では地
震が多く発生する．人々が安全安心な住環境で暮らすためには，全ての住宅に十分な耐震性
能が求められる．また現在新設される戸建木造住宅の内，7 割以上の住宅が木造軸組構法（以
下従来工法）と呼ばれる工法により建築されていることが図 1.2 から分かる．図 1.3 に従来
工法の木造家屋の骨組みを示す．従来工法とは，柱，梁，筋交いなど，木の“軸”を組み立
てて建物を支える日本の伝統的な工法であり，その耐震性能は壁の中に斜めに配置される
“筋交い”によって決定される．これに対して従来工法以外のツーバイフォー工法やプレハ
ブ工法では，壁の“面”が建物を支えており，その耐震性能は建物の壁の面によって決定さ
れる． 
 2011 年に発生した東日本大震災では，約 12 万戸の全壊，約 27 万戸の半壊という被害が
生じた[1]．津波で流出した家屋については全壊扱いとされ，それ以外の被災した住宅は，地
方自治体に所属する建築士の資格を持つ検査員により全壊・半壊などが決められた．この検
査はその作業の迅速な処理が求められる中，目視など外観検査を中心に行われた．そこで決
定された住宅の被災状況に応じて，被災者には支援金，補助金，義捐金等が自治体から支給
された．ここでは，外観からは見えない柱や筋交いなど内部構造材の断裂・変形といった被
災したことによる耐震強度の低下については，検査手法が確立されていないため診断の対
象とならなかった．しかしながら，従来工法で建築された木造住宅の耐震強度は，壁の内部
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の筋交いの配置や形状によって決定されるため，既存戸建住宅の大半を占めている従来工
法の木造住宅の検査は不完全なものであった． 
 また，平成 21 年には住宅瑕疵担保履行法が施行されて新築住宅を供給する事業者に対し
て耐震性能を決める構造耐力上主要な部分および雨水の浸入を防止する部分の瑕疵に対す
る 10 年間の瑕疵担保責任が負わされた．（中古住宅の売買では，事業者を売主とする場合に
は宅建業法により 2 年以上の瑕疵担保責任が義務付けられている）図 1.4 にその「特定住宅
瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」の概要を示す．従来工法の木造住宅では，“構
造耐力上主要な部分”に相当する最も重要なものは壁の中に隠れている“筋交い”であり構
造耐力を決定するのはその配置や形状となる．筋交いは，壁の屋内側では石膏ボード等の内
壁材で覆われ，屋外側では各種外壁材で覆われており住宅の外観からは全く確認すること
ができない．従来工法の木造住宅の購入者は，事業者からの引き渡し前に（もしくは後に），
建築士の資格を持った住宅検査員に住宅の検査を依頼することができるが，図面通り筋交
いが施工されているかどうかについては直接目視確認する方法しかない．現状の検査では
熟練した検査員が屋根裏や床下に侵入して筋交いの有無のみを目視で確認している．筋交
いの形状までは確認することができていない．また梁や基礎の構造によっては目当ての位
置へたどり着けずに有無すら確認できない場合もある．したがって現状の検査では筋交い
の完全な検査は困難である． 
 また，木造建築物の一定規模の増改築工事の場合、工事を着手する前に建築主は地方公共
団体に設置される建築主事又は民間の指定確認検査機関に建築確認を受けなくてはならな
い．３階建以上の木造建築物では耐震性能などの確認をするため、構造計算書の提出が義務
付けられている．一般的な木造住宅の多くにに該当する２階建以下の木造建築物では構造
強度の計算は設計する建築士の判断に任されている．何れの場合も工事計画段階で建物の
構造を把握しておく必要がある．ここでも重要なのは筋交いであり，その配置や形状を予め
把握しておく必要がある．古い建物では図面が存在しない場合が多く，図面が存在していて
も図面通り筋交いが配置されていない場合も多い．そのため前述のように住宅検査員が建
物の内部に侵入し筋交いの検査を行うが，同様に筋交いの完全な検査は困難である． 
また，熊本地震（2016 年）では，新耐震基準後（1981 年）の建築家屋の倒壊が報告され
ており，新耐震基準後の建物であっても信頼性の高い耐震診断の実施が求められる状況に
ある．信頼性の高い耐震診断には耐震強度を決定する筋交いの配置や形状の情報が必要と
なる．現状の耐震診断では前述のように住宅検査員が建物の内部に侵入し筋交いの検査を
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行うが，同様に筋交いの完全な検査は困難である． 
 ここで述べたように，従来工法で建築された木造住宅の耐震診断において壁の中の筋交
いの配置や形状の検査を“簡便に”，”非破壊”で行える検査手法は未だ確立していない．こ
れを実現するための非破壊検査装置に対する要求は近年急速に高まっている． 
 このような背景の下，研究者ではなく実務にあたる現場技術者が迅速かつ容易に操作で
きる新しい木造家屋用非破壊検査装置として，3 次元イメージングレーダ技術を応用した非
破壊検査装置を開発し，耐震診断への応用について研究した． 
 
 
図 1.1 年度別新規着工住宅戸数推移 
（国土交通省 建築着工統計調査報告 月報（平成２９年１２月分）より） 
 
 
 
 
 
0
200,000
400,000
600,000
800,000
1,000,000
1,200,000
1,400,000
1,600,000
1,800,000
鉄骨造
鉄筋コンクリート造
鉄骨鉄筋コンクリート造
木造
4 
 
 
図 1.2 新設着工住宅における構造別・建て方割合（H26 年度） 
（国土交通省 平成 26 年度建築着工統計より） 
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図 1.3 従来工法の木造家屋の骨組み 
（http://machiya-shien.net/archives/1 より） 
1
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図 1.4 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律 
（国土交通省住宅局住宅生産課 住まいの総合支援サイトより） 
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1.2 従来工法木造家屋の壁の構造 
 一般的な従来工法の木造家屋の耐力壁の構造を以下に述べる．従来工法の木造家屋では
筋交いの入った壁は耐力壁と呼ばれる．図 1.3 に示すように耐力壁と通常の壁の違いは，柱
と柱の間に斜めに配置された筋交いと呼ばれる材木の有無にある．耐力壁の中の筋交いが
突っ張ることによって，壁の骨組みを形成する柱，桁，土台が平行四辺形状に倒壊すること
を防ぐ．この耐力壁は効果的に建物の強度を高めるために主に家屋の外壁に配置される．そ
の耐力壁の構造を図 1.5～図 1.8 に示す．図 1.5 で示される通り筋交いは建物の強度を最大
化するために屋外側に寄せられて配置される．そして，図 1.6 で示される通り外壁材の下地
となる胴縁や間柱といった細長い木材が柱，桁，土台に釘で取り付けられる．屋外と屋内と
の間の断熱性能を高めるため，図 1.7 で示される通り外壁の内部には断熱材としてグラスウ
ールまたはロックウールが充填される．さらに，図 1.8 で示される通り胴縁や間柱の上に屋
外側では外壁材，屋内側では内壁材が釘で取り付けられる．外壁材にはモルタルや，サイデ
ィングボード（板のように見える壁材），タイル，木材，石材等の耐候性，耐火性の高い材
料が用いられる．内壁材には耐火性の高い石膏ボードが良く用いられ，美観のために表面に
は壁紙などの仕上げが通常施されている． 
  
 
図 1.5 耐力壁の構造（骨組み） 
(a)屋外壁側，(b)壁の断面，(c)屋内壁側． 
(a) (b) (c)
桁
柱
土台
筋交い
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図 1.6 耐力壁の構造（断熱材） 
(a)屋外壁側，(b)壁の断面，(c)屋内壁側． 
 
 
図 1.7 耐力壁の構造（胴縁） 
(a)屋外壁側，(b)壁の断面，(c)屋内壁側． 
(a) (b) (c)
桁
柱
土台
筋交い
胴縁
胴縁
間柱
間柱
(a) (b) (c)
筋交い
断熱材 断熱材
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図 1.8 耐力壁の構造（表面仕上げ） 
(a)屋外壁側，(b)壁の断面，(c)屋内壁側． 
1.3 筋交いの規格 
 木造住宅の筋交いは，建築基準施工令第 3 章，第 3 節，第 45 条によって以下のように
定められている． 
 
１．引張り力を負担する筋かいは、厚さ一・五センチメートル以上で幅九センチメートル以
上の木材又は径九ミリメートル以上の鉄筋を使用したものとしなければならない。 
２．圧縮力を負担する筋かいは、厚さ三センチメートル以上で幅九センチメートル以上の木
材を使用したものとしなければならない。 
３．筋かいは、その端部を、柱とはりその他の横架材との仕口に接近して、ボルト、かすが
い、くぎその他の金物で緊結しなければならない。 
４．筋かいには、欠込みをしてはならない。ただし、筋かいをたすき掛けにするためにやむ
を得ない場合において、必要な補強を行なつたときは、この限りでない。 
 
筋交いに引っ張り力，圧縮力の両方を対応させるために，一般的には幅 90 mm，厚み 30 mm
以上の筋交いが用いられる．大半の木造住宅では，“二つ割”と呼ばれる厚さ 45 mm×幅 90 
mm の断面形状を持つ筋交いもしくは“三つ割”と呼ばれる厚さ 30 mm×幅 90 mm の断面
(a) (b) (c)
外壁材 内壁材
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形状を持つ筋交いが用いられる．表 1.1 に各筋交いを用いた代表的な耐力壁の表を示す．耐
力壁には家屋の設計に応じて筋交いを“片筋交い”もしくは“たすき掛け”で配置する．筋
交いの配置や形状によって耐力壁の強度を表す数値として“壁倍率”が定められており，こ
の数値が高いほど耐力壁は強度が高く、大きな水平荷重に耐えることができる．例えば計測
した試験体の片筋交い三つ割の耐力壁の壁倍率は 1.5 であり，たすき掛け二つ割の耐力壁の
壁倍率は 4 となる．また建物によっては表 1.1 で示す断面形状以外の筋交いが用いられる場
合もあるが，木造建築で利用される木材の殆どは 15 mm 刻みで寸法が規格化されているた
め，筋交いの断面形状は 15 mm 刻みで読み取れば十分と考えられる．  
 
表 1.1 代表的な耐力壁と壁倍率 
 
 
1.4 非破壊検査手法の検討 
 本節では壁の中の筋交いを簡便に非破壊検査できる装置を実現するために，装置に適用
可能な非破壊検査手法について検討を行う．筋交いの検査を行うためには筋交い形状を映
像化することが必須であると考えられる．非破壊検査手法の内，対象の内部を映像化する手
法としては赤外線，超音波，X 線，電波を利用した検査手法が挙げられる．これら各種検査
手法についてそれぞれ適用可能性の検討を以下に行う．  
 
1.4.1 赤外線 
 赤外線を利用した手法では，キセノンランプ等の熱源で対象を加熱し昇温や降温時の温
度変化を赤外線カメラで撮影することによって対象の内部を映像化する．対象内部に亀裂
筋交いの
レイアウト
名称
三つ割
（30mm×90mm）
三つ割
（30mm×90mm）
二つ割
（45mm×90mm）
二つ割
（45mm×90mm）
片筋交い たすき掛け 片筋交い たすき掛け
壁倍率 1.5 3 2 4
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や空隙などの欠陥や異物がある場合には熱伝導に不均一が生じるため，表面に異物の形状
に沿った温度分布が現れる．代表的な手法の一つに周期加熱法が挙げられる[2]． しかしな
がら，ここで対象としている木造家屋の耐力壁の場合，筋交いと表面の壁材との間には断熱
材や空隙が存在するため，熱伝導が絶縁されるために筋交いの映像を得ることは困難であ
ると考えられる． 
 
1.4.2 超音波 
 超音波を利用した手法では，数 100kHz～数 10MHz 帯のパルスを利用して対象の内部を
映像化する．送信用圧電素子から送信されたパルスは，対象の内部の亀裂や空隙などの欠陥
や異物の境界での音響インピーダンスの差によって生じる反射率に応じて反射される．反
射されたパルスは受信用圧電素子によって受信される．代表的な手法に医療用超音波カメ
ラ等で利用されている電子走査式超音波探傷法が挙げられる[3-4]．しかしながら，ここで対
象としている木造家屋の耐力壁の場合，筋交いと表面の壁材との間には断熱材や空隙が存
在する．断熱材や空気の音響インピーダンスは壁材の値よりも十分小さいため，壁材の中に
送信されたパルスは壁材の裏面で殆ど完全に反射される．そのため筋交いを映像化するこ
とは困難であると考えられる．  
 
1.4.3 X線 
X 線を利用した手法では，線源から対象に X 線を照射し対象内部の映像化を行う．X 線
は優れた透過性能を持っており，対象の内部構造や材質に応じた透過率によってその強度
を減じるため透過強度分布がそのまま対象の内部の映像となる[5]．医療用 X 線カメラが良
く知られているが，コンクリート建造物[6]や鋳物[7]の欠陥検査にも利用されている．以前
はその透過強度分布をX線フィルムで撮影していたが，現在ではイメージングプレート（IP）
や X 線イメージインテンシファイア（X 線 II）などの X 線検出器が多く利用されている． 
しかしながら，ここで対象としている木造家屋の耐力壁の場合，壁の内側と外側にそれぞれ
配置する線源と検出器の位置を合わせるためには機械的に非常に複雑なシステムを必要と
する．さらに人間への被爆を防ぐために，装置の周囲に十分な鉛板等の遮蔽物が必要である
ことから，装置全体が大型化し，簡便な非破壊検査装置を実現することは困難であると考え
られる． 
 
12 
 
1.4.4 電波 
 電波を利用した手法では，電波パルスを利用して対象の内部を映像化する．代表的な手法
としてレーダ法が挙げられる．送信用アンテナから送信された電波パルスは対象の内部の
亀裂や空隙などの欠陥や異物の境界での比誘電率の差によって生じる反射率に応じて反射
され，反射されたパルスは受信用アンテナによって受信される．電波は，導電性の小さな媒
質に対して優れた透過特性を持っており，非金属材料内部の非破壊検査に適している．適用
例としては，都市部の人工的な埋設物（パイプ，ケーブル）の検出[8]や路面下空洞調査，コ
ンクリート保全調査[9]，遺跡調査[10-11]などが挙げられる．ここで対象としている木造家屋
の耐力壁の場合，多くの壁材は非金属の誘電体であるため，内部の筋交いの映像化を実現で
きる可能性が高い．また，電波の反射率は以下の式で表される[12]．  
1 2
1 2
1
2
:
:
 

 






反射率
入射する側の比誘電率
：反射する側の比誘電率
（1.1） 
筋交いは木材なので比誘電率は 2 程度である．また壁の内部に配置された断熱材は十分密
度が低いため比誘電率は空中と同じ 1 であると考えてよい．ここから筋交いの反射率は以
下の値となる． 
1 2
0.17
1 2
:



  

筋交い
筋交い 筋交いの反射率
  （1.2） 
この値から筋交いからの電波の反射強度も十分得られると考えられ，電波での筋交いの検
知は可能であると考えられる．安全性の観点からは，出力を十分抑えることで人体や環境へ
与える悪影響をほぼ無くすことが可能である．以上のことから，電波を利用した手法は木造
家屋の耐力壁の非破壊検査に非常に適していると考えられる． 
 
1.5 レーダ法を利用した 3次元映像化装置 
 前節の議論から，従来工法で建築された木造家屋の耐力壁の中の強度部材である筋交い
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の有無や形状の検査を“簡便に”，“非破壊”で行う検査手法は，電波を利用するレーダ法が
最適であると考えられる．本節ではこの検査手法を利用した筋交い形状の映像化を実現す
る装置について検討を行う． 
 
1.5.1 筋交いの形状確認に必要な周波数帯域幅 
 従来工法の木造家屋で利用される筋交いは規格化されており，大半の木造家屋では 2 種
類の形状の木材が筋交いとして利用される．1 つは“二つ割”と呼ばれる厚さ 45 mm×幅
90 mm の断面形状を持つ筋交いであり，もう 1 つは“三つ割”と呼ばれる厚さ 30 mm×幅
90 mm の断面形状を持つ筋交いである．この筋交いの強度は厚みのみで区別される．した
がって筋交いの形状の検査に必要な装置性能として，筋交いの厚みを区別できることが必
須となる．そこから，レーダの距離分解能には 2 種類の筋交いの厚みの差である 15 mm が
必要となる．レーダの距離分解は以下の式で表される[13]． 
1
2
:
range
r
range
r
c
R
B
R
c
B


 
距離分解能
：光速
：周波数帯域幅
：媒質の比誘電率
  （1.3） 
この式から，媒質となる壁の中の断熱材の比誘電率を 1，距離分解能を 15 mm とした場合
に，レーダに必要とされる周波数帯域幅は以下の値となる． 
8
9
3
3 10 (m/s)
10 10 (Hz)
2 15 10 (m)
10 (GHz)


  
 

：周波数帯域幅
B
B
  （1.4） 
 ハンディタイプの非破壊検査装置として現在市販されているレーダを以下の表に示す． 
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表 1.2 市販されているハンディタイプのレーダ一覧 
 
（総務省東北総合通信局 地中レーダー技術に関する調査検討会報告書（平成２９年３月）より） 
 
この表から，どのハンディタイプのレーダも周波数帯域幅が 10 GHz を満たしていないこと
が分かる．したがって筋交い形状の検査を実現するためには，周波数帯域幅 10 GHz を持つ
レーダを新規に開発する必要がある．帯域幅の広いレーダを実現するためにはアンテナや
電子回路の動作帯域幅を確保する必要があり，そのためにはより高い周波数帯を利用する
方が一般的には容易とされている．近年の半導体，通信等のエレクトロニクス技術の進展に
伴い，マイクロ波帯（3 GHz～30 GHz）での UWB（ultra-wide band）技術も進展している．
現在では 20 GHz まで動作する電子デバイスも容易に入手可能になっており，前記分解能を
持つレーダシステムを実現可能な状況にある．したがって研究対象とする装置の周波数帯
域を 10 GHz～20 GHz と定めた．  
 
1.5.2 装置構成 
筋交いの 3 次元映像を得るには壁表面での平面的な計測が必要になる．そのため１対の
送受信アンテナのみを利用する場合には多くの計測作業を要する．例えば，縦 1 m 横 0.5 m 
の計測範囲で壁の内部を映像化する場合には，送受信アンテナを壁の上で走査し，1 m の計
測を 20 mm 程度の間隔をあけて 25 回程度実施する必要がある．このような計測では計測
にかかる時間と労力が多く，作業者に大きな負担がかかる．その対策として送受信アンテナ
を 1 次元アレイ状に並べた計測装置について検討する．それぞれのアンテナを高速に切り
替えながら，壁の表面でスキャナーのようにレーダ装置を走査させる，これにより，1 回の
製造 メーカー 製品名 変調方式 周波数 主たる用途
KSD-20 インパルス 800MHz コンクリート空洞厚さ
KSD-8-20W インパルス 1000MHz コンクリート構造物背面空洞
NJJ-105 インパルス 300MHz～2.3GHz コンクリート内部の埋設物（鉄筋、電配管、等）探査
NJJ-200 インパルス 800MHz～3.4GHz コンクリート内部の埋設物（鉄筋、電配管、等）探査
三井造船（株） MPLA-245A ステップ周波数 100MHz～4.5GHz コンクリート内埋設物調査
GSSI StructuerScan mini インパルス 1.6GHz コンクリート中の密集鉄筋や配管・空洞等
ボッシュ（株） D-TECT 150CNT － 1.8GHz～4GHz コンクリート探知機、鉄筋、電気配線、金属、配管等
HILTI PS 1000 X-scan インパルス 1GHz～4.3GHz コンクリート内埋設物調査
Sensors & Software Conquest System － 1000MHz コンクリート探知機、鉄筋探査
（株）光電製作所
日本無線（株）
国内
海外
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計測で平面的な計測を完了させることができる．前項の議論からこの装置の電波の周波数
帯域幅は 10GHz～20GHz が適していると考えられる．この周波数帯域でのアンテナの外形
寸法は 10 mm～20 mm 程度になると考えられ，1 次元アレイアンテナのアンテナ間隔は同じ
く 10 mm～20 mm 程度になると考えられる．このことから平面計測に適した 1 次元アレイ
アンテナが実現可能であること考えられる． 
図 1.9 に本研究で提案する従来工法木造家屋用非破壊検査装置の概念図を示す．装置はハ
ンディタイプの 3 次元イメージングレーダで，レーダ本体と信号処理機から構成される．レ
ーダ本体は内部にアレイアンテナ，アンテナ切り替え用高周波スイッチ，レーダ回路を持ち，
壁の表面をスキャン計測することにより，平面的な計測を 1 回の計測で終えることが可能
である．レーダ本体の軽量化のため別ユニットとされた信号処理機はノートパソコン，信号
入力処理部，バッテリーから構成されており，計測したデータを合成開口処理[14, 15]する
ことによって壁の内部の 3 次元映像をノートパソコンのモニター上に表示させることがで
きる． 
 
図 1.9 非破壊検査装置概念図 
 
また，1 次元アレイアンテナを高速で切り替える特徴を最大限生かすため，提案する装置
はマルチスタティックレーダとする．図 1.10 にマルチスタティックレーダと従来型モノス
タティックレーダの概念図を示す．図 1.10(b)上に示す従来型モノスタティックレーダは 1
対の送受アンテナを走査して計測を行う．鉄筋コンクリート構造物の中の鉄筋の検査や，地
中埋設物，路面下空洞等の検査に標準的に利用される手法である．送信アンテナから等方的
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に放射された電波パルスは目標物に反射され受信アンテナで受信される．計測されるエコ
ーの到来時間から目標物までの距離を計測することができる．実際に既存のRCレーダ（RC：
Reinforced Concrete）で鉄筋コンクリートを計測した場合の鉄筋のエコーのプロットを図
1.10(b)下に示す．縦軸は深さ，横軸は走査距離を示す．鉄筋からのエコーはプロット上で双
曲線状の模様として認識される．これに対して図 1.10(a)上 に示すマルチスタティックレー
ダ[9]は送受アンテナを 1 次元アレイ状に並べ，全ての送受信アンテナを高速で切り替えな
がら計測を行う．個々の送信アンテナから等方的に放射された電波パルスは目標物に反射
され全ての受信アンテナで受信される．そしてマルチスタティックレーダは以下の優れた
特長を持つ． 
・1 回の走査で 2 次元平面状のデータを計測することが可能であり，短時間で 3 次元映像
化に必要なデータを計測できる． 
・マルチスタティック計測のデータ量の多さにより S/N 比が大幅に向上する． 
・目標物の裏側にあるもう一つの目標物の検知が比較的容易である． 
・平面形状を持つ目標物から鏡面反射されるエコーを逃さずに計測できる． 
実際に既存のマルチスタティックレーダ[9]で鉄筋コンクリートを計測した場合のコンク
リート内部の 3 次元映像出力を図 1.10(a)下に示す．縦軸は深さ，横軸は走査距離を示す．
鉄筋や塩ビ管が容易に認識できることが分かる．本論文では，提案するマルチスタティック
レーダをマルチスタティックリニアアレイレーダと（以下 MSLAR: multi-static linear array 
radar）呼ぶ． 
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図 1.10 マルチスタティックレーダと従来型モノスタティックレーダの概念図 
(a) マルチスタティックレーダ，(b) モノスタティックレーダ 
 
1.6 研究の目的および本論文の構成 
 本研究の目的は，従来工法で建築された木造家屋の耐震性能評価における 3 次元イメー
ジングレーダ技術の応用にある．本研究では，木造家屋の耐震性能評価用の 3 次元イメージ
ングレーダとして 10 GHz～20 GHz 帯を利用したマルチスタティックリニアアレイレーダ
（MSLAR）を提案する．このレーダは研究者ではなく実務にあたる現場技術者が迅速かつ
容易に操作できる新しい木造家屋用非破壊検査装置であり，木造家屋の耐力壁内部の強度
部材である筋交いを 3 次元映像で表示することができる．そして家屋の耐震性能評価に必
要な筋交いの配置や形状の情報を現場で容易に得ることを可能にする．このレーダの利用
により，従来の耐震性能評価では考慮できなかった耐力壁内部の筋交いの情報を耐震性能
評価に加えることができる．本論文では，本研究の中で私が特に貢献したリニアアレイアン
テナの開発ならびにその校正方法を中心に議論する．以下に本論文の構成を示す． 
 
 第 1 章では，本研究の背景と目的を示す．その中で従来工法木造家屋の耐震診断の現状と
課題を示す．そして課題を解決する非破壊検査装置として MSLAR を提案する． 
 第 2 章では，MSLAR 用に開発したリニアアレイアンテナの最適化設計について述べる．  
 第 3 章では，MSLAR に適用可能なリニアアレイアンテナの校正方法を提案する 
 第 4 章では，開発した MSLAR の概要ならびにその性能確認試験について述べる． 
Mono Static RadarMulti Static Radar
PVC Pipes
RebarRebar
Measurement 
Direction
Measurement
Direction
3D Image
2D Echo Image
(called B-mode)
(a) (b)
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 第 5 章では，実際の従来工法木造家屋の外壁を忠実に模擬した試験体を利用して MSLAR
の性能が筋交いの映像化において十分であることを実証する． 
 第 6 章では，木造家屋の耐震診断がどのように実施されているかを把握し，その中でどの
ように適用すべきか検討する．また，今後の課題についても検討を行う． 
 最後の第 7 章では，結論として本研究で得られた知見と成果について述べる．  
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第 2章 リニアアレイアンテナの開発 
 本章ではマルチスタティックリニアアレイレーダ（MSLAR）用に開発したリニアアレイ
アンテナの最適化設計について述べる．ここで述べるリニアアレイアンテナは軽量かつ安
価なプリント化されたアレイアンテナである．アンテナはプリント化されたテーパーバラ
ン回路も備えており，一般的な電子基板のエッチング加工でアレイアンテナの加工と同時
にテーパーバラン回路の加工も安価で実現できる．  
 
2.1 序 
本研究で提案するレーダ装置の大きな課題の一つとして，リニアアレイアンテナの軽量
化，低コスト化が挙げられる．この 2 つを両立するためにアンテナにプリント化ボウタイア
ンテナを採用する．ボウタイアンテナは市販されているハンディタイプのレーダで一般的
に利用されており，広い帯域幅を持つアンテナとして定評がある．このアンテナをプリント
化することによって，リニアアレイアンテナの軽量化，低コスト化を同時に実現する．一方
で，アンテナの給電部に必要な平衡－不平衡変換回路素子であるバラン[1]はレーダに利用
する周波数帯域幅の 10 GHz～20 GHz では市販されておらず入手が困難であるため，新規に
開発する必要がある．アンテナ [2]と同様にバランもプリント化し，軽量化，低コスト化を
図る． 
この第 2 章は以下の順で構成される．2.2 節では，まず抵抗装荷プリント化ボウタイアン
テナを試作し実現可能性を検証する． 2.3 節では，その試作ボウタイアンテナに適用可能な
プリント化されたテーパーバラン回路を検討する．2.4 節では，検討したテーパーバラン回
路を適用したボウタイアンテナを試作しその性能を評価する．2.5 節では，そのアンテナを
利用した送受信アレイ間隔の異なるリニアアレイアンテナを試作しアレイ間隔の検討を行
う．2.6 節は結言である． 
 
2.2 プリント化ボウタイアンテナの試作 
 アンテナをプリント化することは，レーダ装置に組み込むリニアアレイアンテナの軽量
化，低コスト化において非常に効果的である．その実現可能性を検証するために，プリント
化アンテナを試作した．アンテナにはコンクリート用 3 次元映像化装置[3]で実績のある抵
抗装荷ボウタイアンテナを採用した．実際のアンテナ形状の設計においては，アンテナ工学
ハンドブック[4]記載のプリント化ダイポールアンテナを参考にした．このアンテナのダイ
Port2 
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ポールを構成する 2 つの素子は両面基板の表面と裏面にそれぞれ形成されている．図 2.1 に
最初に試作した試作ボウタイアンテナ#1 の概略図を示す．図 2.2 にその写真を示す．基板に
は比誘電率 2.6 の高周波用両面基板（Panasonic R3747）を用いた．送受信アンテナは，10 mm
幅のグランド部を挟み，同一基板上に配置されている．アンテナ素子長は 8.4 mm である．
アンテナを構成するボウタイ形状の素子は基板の表面と裏面に形成されている．Q 値を低
下させアンテナの帯域幅を広げるために，アンテナ素子の四隅はグランド部と 4 つの 200 Ω
のチップ抵抗で終端されている．終端のためのグランド面が基板の両面に必要なアンテナ
であるため，基板給電部はグランド付きコプレーナ線路となる．そこからアンテナ中心の給
電点までの線路は直線的な平行給電線路である．送受信アンテナのアイソレーションのた
め送受信アンテナの間のグランド部には直線状のスルーホールを設けている．裏面をマイ
クロ波の輻射面とした．アンテナの設計中心周波数は 18 GHz である． 
 
 
図 2.1 試作ボウタイアンテナ#1 概略図 
(a)アンテナ表面，(b)側面，(c)裏面（輻射側） 
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図 2.2 試作ボウタイアンテナ#1 
 
試作ボウタイアンテナ#1 の動作試験を実施した．図 2.3 に計測試験の概略図を示す．試作
ボウタイアンテナ#1 についてベクトルネットワークアナライザ（VNA）を用いて S21を計測
した．測定周波数は 10 GHz～20 GHz．目標物にはアルミ板（140 mm×140 mm，厚み 2 mm），
及び木造建築で実際に使用されている筋交い木材（二つ割，厚み 45 mm，幅 90 mm，長さ
300 mm）の 2 種類を用いた．壁内部の筋交いの位置を踏まえ，目標物を試作ボウタイアン
テナ#1 から 90mm 離れた距離に置き計測を実施した．アンテナの表側（非輻射面側）には，
1 mm 厚のテフロンシート，3.6 mm 厚のフェライト吸収材 (SF-15)，25 mm 厚のカーボン吸
収材を順番に重ねて配置し，後方への不要反射を防ぐ構成とした． 
周波数領域の受信電圧波形の計測結果を図 2.4，図 2.5 に示す．横軸は周波数を示し，縦
軸は受信アンテナから出力されるマイクロ波の受信電圧を示す．その値は送信アンテナに
入力されるマイクロ波の電圧振幅で正規化されており，1000 mU は入力マイクロ波の電圧
振幅を表す．それぞれ目標物無しの状態で，あらかじめアンテナ間での直接波による受信波
形を計測しておき，目標物有りの状態で計測した受信波形から差処理を行っている．（以下，
差処理）これにより目標物からの反射波形のみが得られる．図 2.4，図 2.5 から 10GHz～
20GHz にわたってアルミ板と筋交い木材からの反射が良く得られていることが分かる．こ
れは試作ボウタイアンテナ#1 が 10 GHz～20 GHz の広い帯域幅で動作していることを示し
ている．また，木材のような非金属からもマイクロ波の反射が十分得られていることも示し
ている． 
Port1
Port2
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このアンテナの電圧定在波比 (以下VSWR: voltage standing wave ratio) の計測結果を図 2.6
に示す．通常アンテナの VSWR は 1.5 以下が理想とされるが，このアンテナのような広帯
域アンテナの場合 3 以下であれば許容できると考えられる．例えば，VSWR が 1.5 の場合
アンテナの電力効率は 96 %となり，VSWR が 3 の場合アンテナの電力効率は 75 %となる．
図 2.6 から 13 GHz 以上の周波数帯で VSWR が 3 を大きく超えていることが分かる．これは
アンテナと給電線との間の不整合によるものと考えられる． 
 
 
図 2.3 計測試験概略図 
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図 2.4 試作ボウタイアンテナ#1 の周波数領域の受信電圧波形（実数部） 
（アルミ板，差処理後） 
 
 
図 2.5 試作ボウタイアンテナ#1 の周波数領域の受信電圧波形（実数部） 
（筋交い木材，差処理後） 
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図 2.6 試作ボウタイアンテナ#1 の VSWR 
 
2.3 テーパーバラン回路の検討 
 図 2.6 での試作ボウタイアンテナ#1 の高域での VSWR の悪化は，基板給電部伝送線路と
アンテナとの間の不整合に問題が有ると考えられる．また，不平衡回路であるグランド付き
コプレーナ線路と平衡回路である平行給電線路との間の平衡－不平衡変換に対しても考慮
がなされていないためグランド側に高周波電流が漏洩する問題も考えられる[5]．通常は平
衡－不平衡変換回路素子であるバラン[1]をアンテナの給電点に接続し，これらの問題を解
決する．しかしながら，10 GHz～20 Hz の帯域で動作するバランは市販されておらず入手が
困難であるため，新規に開発する必要がある．アンテナをプリント化するため，バラン回路
もプリント化すればリニアアレイアンテナの軽量化，低コスト化においてさらに高い効果
を望める．プリント化されたバランとしてテーパーバラン[6]が挙げられる．この適用につ
いて検討した． 
 最初に，抵抗装荷ボウタイアンテナの特性把握のための検討を行った．アンテナ素子に装
荷した抵抗はアンテナの周波数帯域幅を広げるためのものである．この検討を行うために，
まずアンテナの入力インピーダンスを集中定数回路でモデル化した．図 2.7 に共振周波数付
近でのボウタイアンテナの等価回路を示す．Ra はアンテナの放射抵抗，La はアンテナのイ
ンダクタンス，Ca はアンテナのキャパシタンス，Rg はアンテナ素子の終端抵抗を表す．給
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電線側から見ると，2 つの並列した 200 Ω の抵抗がグランドを挟んで直列に接続されるため
Rgは 200 Ω となる．また，ボウタイアンテナの Raは，ボウタイアンテナの形状によりダイ
ポールアンテナの共振周波数での放射抵抗 73 Ω より若干小さい値である 50 Ω 程度である
と予想される．まず図 2.7(a)で示される抵抗装荷されていないボウタイアンテナについて考
える．ここで共振周波数 fcは以下の式で表される． 
1
2


c
a a
f
L C
  （2.1） 
この共振周波数ではアンテナの入力インピーダンスはリアクタンス成分が 0 になるため，
大きな電流が Ra を流れアンテナからのマイクロ波の放射が大きくなる．一方で共振周波数
を外れるとリアクタンス成分が増大するため，Ra に流れる電流は減少しアンテナからのマ
イクロ波の放射も減少する．これに対して図 2.7(b)に示される抵抗装荷されているボウタイ
アンテナについて考えると，共振周波数では同様にリアクタンス成分が 0 になるがこのと
き Rg に電流が分流されるため Ra に流れる電流が減少する．共振周波数で Ra に流れる電流
が減少するためアンテナ効率は低下するが，見かけ上のアンテナの帯域幅が広がる．また別
の分布定数回路的な見地からは，Rg の装荷はアンテナ素子端でのマイクロ波の反射を低下
させアンテナの Q 値を低下させる効果を持つ．よって見かけ上のアンテナの帯域幅が広が
る．Rgが Raと同等もしくは小さい場合にはアンテナ共振が阻害されると考えられるが，経
験的に Rgの値は 200 Ω 前後が適当であるため，今回の装荷抵抗には 200 Ω を選定した．ま
た，アンテナは分布定数回路なので共振周波数以外では図 2.7(b)のモデルは正しくはないが，
共振周波数以外でリアクタンス成分が増大した場合にアンテナの入力インピーダンスが
200 Ω に近づくことが期待される．経験的にも今回の構成のような抵抗装荷ボウタイアンテ
ナでは，アンテナ側の特性インピーダンスが 200 Ω のバランを接続することが適当である
ため，今回もテーパーバランのアンテナ入力側の特性インピーダンスの目標値を 200 Ω と
定めた．  
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図 2.7 抵抗装荷ボウタイアンテナの等価回路 
(a)ボウタイアンテナ，(b)抵抗装荷ボウタイアンテナ 
 
 次に，テーパーバランのインピーダンス変換について検討した．テーパーバランは徐々に
線路幅を変化させインピーダンス整合と平衡－不平衡変換を実現するものである．しかし
ながら，装置の小型化・軽量化の要求からテーパーバラン回路を形成するスペースには厳し
い制約がある．具体的には基板給電部のグランド付きコプレーナ線路長には 5 mm しか与え
られていない．まずこのような短い距離でのインピーダンス整合が可能かどうかを検証す
るためマイクロストリップ線路をモデルにして簡単なコンピュータシミュレーションを実
施した．シミュレーションに利用したソフトウエアは MEL 社の S-NAP である．アンテナ
基板に合わせて計算に用いた基板の厚みは 1.6 mm，比誘電率は 2.6 である．Port1 側の特性
インピーダンスは給電線路に合わせて 50 Ω，Port2 側の特性インピーダンスは抵抗装荷ボウ
タイアンテナの入力インピーダンスの目標値である 200 Ω とした．またアンテナ給電部の
平行給電線路の長さも考慮し線路長は 12 mm とした．図 2.8 にその計算結果を示す．50 Ω
から 200 Ω への長さ 12 mm のインピーダンス傾斜は，10 GHz 以上の周波数帯でマイクロ波
の反射を－11 dB 以下に抑えることが可能であることを示している．  
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Ca
Rg
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(a) (b)
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図 2.8 テーパ付マイクロストリップ線路の通過特性． 
（テーパ長 12 mm，基板厚 1.6 mm，誘電率 2.6，Port1：50 Ω，Port2：200 Ω） 
 
次に，試作ボウタイアンテナ#1 へのテーパーバラン回路の接続について検討した．検討
したテーパーバラン回路の概略図を図 2.9 に示す．長さの制約があるため，グランド付きコ
プレーナ線路と平行給電線路の両方にテーパ部を設けた．グランド付きコプレーナ線路で
はインピーダンスを 50 Ω から 100 Ω へ整合させる．平行給電線路ではインピーダンスを
100 Ω から 200 Ω へ整合させる．2 種類の線路の境界ではインピーダンスを 100 Ω に合わせ
てある．2 種類の線路の境界では給電線に大きな段差が生じているが，平行給電線路側の給
電線の方が 2 倍以上幅広のため，高周波の電流と電圧が平行給電線中央部に集中する効果
を見込める．この構造はグランド付きコプレーナ線路でのグランド側への高周波電流の漏
洩を防ぐ方向に働くと考えられ，平衡－不平衡変換を実現できる可能性があると考えられ
る．  
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図 2.9 テーパーバラン回路概略図（基板厚 1.6mmt，比誘電率 2.6） 
(a)表面，(b)側面，(c)裏面（輻射側） 
 
2.4 テーパーバラン回路付プリント化ボウタイアンテナの試作 
前述のテーパーバラン回路が接続されたボウタイアンテナを試作し性能評価を実施した．
試作ボウタイアンテナ#2 の概略図を図 2.10 に示す．図 2.11 にはその写真を示す．8 mm の
線路長を持つテーパーバラン回路がアンテナ給電部に接続されている．アンテナ素子長は
試作ボウタイアンテナ#1 とほぼ合わせており 9 mm である．アレイアンテナ化した場合を
想定して等間隔に並んだ送信 5 ch，受信 5 ch のレイアウトで試作した．送受信アンテナそ
れぞれのアンテナ間隔は 12 mm である．送受信アンテナアレイはアレイ方向にアンテナ間
隔の半分の 6 mm ずれている．基板の表面と裏面のグランド面は複数のスルーホールで導通
している．アンテナの設計中心周波数は約 17 GHz である．その他の仕様は試作ボウタイア
ンテナ#1 と同じである．また，アンテナの外形寸法を大きくした試作ボウタイアンテナ#3
の概略図を図 2.12 に示す．図 2.13 にはその写真を示す．このアンテナも 10.5 mm の線路長
を持つテーパーバラン回路が接続されている．アンテナ素子長は 12 mm である．送受信そ
れぞれのアンテナ間隔は 15 mm である．送受信アンテナはアレイ方向にアンテナ間隔の半
分の 7.5 mm ずれている．アンテナの設計中心周波数は約 12.5 GHz である．その他の仕様は
試作ボウタイアンテナ#2 と同じである．  
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図 2.10 試作ボウタイアンテナ#2 概略図 
(a)アンテナ表面，(b)側面，(c)裏面（輻射側） 
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図 2.12 試作ボウタイアンテナ#3 概略図 
(a)アンテナ表面，(b)側面，(c)裏面（輻射側） 
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図 2.13 試作ボウタイアンテナ#3 
 
 図 2.14 に今回試作したボウタイアンテナの VSWR を示す．計測試験は図 2.3 に示される
前述の試験と同様に行った．テーパーバラン回路が接続された試作ボウタイアンテナ#2 と
#3 において，10 GHz～20 GHz にわたって VSWR が 3 以下に改善されていることが分かる．
この値は広帯域アンテナとして実用上十分な値である．これはテーパーバラン回路による
インピーダンス整合効果によるものであると考えられる．そして VSWR が極小値となる周
波数から，試作ボウタイアンテナ#2 と#3 は，それぞれ 18.4 GHz，14 GHz に共振周波数を持
つことが分かる．また，試作ボウタイアンテナ#1 において 15 GHz 以上の帯域で外部共振と
考えられる鋭い針状の細かい波形が見られるが，試作ボウタイアンテナ#2 と#3 では殆ど見
られない．これはテーパーバラン回路による平衡－不平衡変換効果によるものであると考
えられる．以上のことから，テーパーバラン回路はこれらのプリント化ボウタイアンテナに
おいて実用上の効果が極めて高いと考えられる． 
 次に，前述の試験と同様にアンテナから 90 mm 離れた位置に置いたアルミ板と筋交い木
材を目標物として，試作ボウタイアンテナ#2 と#3 での受信波形を計測した．使用した送受
信アンテナは，アレイアンテナ中央の最近接送受信アンテナ（Port 1, Port 2）である．他の
アンテナの入出力ポートは 50 Ω で終端している．試作ボウタイアンテナ#2 の差処理後の周
波数領域の受信電圧波形の計測結果を図 2.15，図 2.16 に示す．その値は送信アンテナに入
力されるマイクロ波の電圧振幅で正規化されており，1000 mU は入力マイクロ波の電圧振
Port1
Port2
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幅を表す．図 2.4，図 2.5 の試作ボウタイアンテナ#1 と比較して，主に 15 GHz 以上の帯域
において目標物からの反射信号強度が増大していることが分かる．特に目標物が筋交い木
材の場合にこの傾向が強い．次に試作ボウタイアンテナ#3 の差処理後の周波数領域の受信
電圧波形の計測結果を図 2.17，図 2.18 に示す．試作ボウタイアンテナ#2 と比較すると，10 
GHz～20 GHz において 15 GHz 以上の帯域の反射信号強度があまり落ちずに 15 GHz 以下の
帯域の信反射号強度が増大しており，周波数帯域幅がより改善されていることが分かる．こ
れは試作ボウタイアンテナ#3 の共振周波数 14 GHz が，利用周波数帯域 10 GHz～20 GHz の
中心周波数である 15 GHz により近いためであると考えられる． 
図 2.19，図 2.20 にこの試作ボウタイアンテナ#3 で計測した時間領域の受信電圧波形（実
数部）を示す．その値は送信アンテナに入力されるマイクロ波の電圧振幅で正規化されてお
り，1000 mU は入力マイクロ波の電圧振幅を表す．差処理は行っていない．横軸はマイク
ロ波パルスの伝播時間であり，送信アンテナから送信されたマイクロ波パルスが受信アン
テナで受信されるまでの時間を示す．計測される周波数領域波形データから時間領域波形
データへのフーリエ変換にはハミング窓が用いられている． 図中の 0.2 ns でのパルス波形
は，送信アンテナから受信アンテナに直接伝播する直接波を示していると考えられる．0.8 
ns でのパルス波形はそれぞれアルミ板，筋交い木材からの反射波を示していると考えられ
る．1.4 ns でのパルス波形は，伝播時間から推定してアンテナと目標物間での多重反射であ
ると考えられる．パルス幅を受信電圧の絶対値がパルス振幅の-3dB（パルス振幅の約 70 ％）
となる幅として定義すると，目標物の反射パルス幅は約 0.1 ns であった．これは距離分解能
に換算すると約 15 mm に相当する．この値は 10 GHz～20 GHz の帯域幅から求められる分
解能の値とほぼ一致している．また，目標物のアルミ板，筋交い木材共に，差処理無しで明
瞭にその反射パルス波形を検知できていることが分かる．以上のことから，試作ボウタイア
ンテナ#3 がリニアアレイアンテナ用アンテナとして適していると考えられる． 
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図 2.14 試作ボウタイアンテナ#1，#2，#3 の VSWR 
 
 
図 2.15 ボウタイアンテナ#2 の周波数領域の受信電圧波形（実数部） 
（アルミ板，差処理後） 
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図 2.16 試作ボウタイアンテナ#2 の周波数領域の受信電圧波形（実数部） 
（筋交い木材，差処理後） 
 
 
図 2.17 試作ボウタイアンテナ#3 の周波数領域の受信電圧波形（実数部） 
（アルミ板，差処理後） 
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図 2.18 試作ボウタイアンテナ#3 周波数領域のの受信電圧波形（実数部） 
（筋交い木材，差処理後） 
 
 
図 2.19 試作ボウタイアンテナ#3 の時間領域の受信電圧波形（実数部） 
（アルミ板，差処理無し） 
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図 2.20 試作ボウタイアンテナ#3 の時間領域の受信電圧波形（実数部） 
（筋交い木材，差処理無し） 
 
2.5 送受アレイ間隔の最適化 
 3 次元映像を得るための信号処理では送受同一点近似を用いる．前節で述べたアンテナ
を用いてリニアアレイアンテナを構成する場合，送信アンテナアレイと受信アンテナアレ
イの間隔はできるだけ短いことが望ましい．しかしながら，送受信アレイ間隔が短くなるほ
ど最近接送受信アンテナでの直接波の受信波形電圧が大きくなり，信号計測のダイナミッ
クレンジが劣化する結果となる．筋交いからの反射波の受信波形電圧は導体と比較して小
さいため，ダイナミックレンジの劣化は S/N 比の劣化に直結する．そこで，送受信アレイ間
隔の異なる 2 種類のリニアアレイアンテナを試作し，送受信アレイ間隔の検討を実施した． 
試作アレイアンテナ A の写真を図 2.21 に示す．アンテナには前節で最適であると判断し
た試作ボウタイアンテナ#3 を使用している．ポート 1〜5 のアンテナは送信用，ポート 6〜
10 のアンテナは受信用のアンテナアレイを構成している．送信アンテナアレイと受信アン
テナアレイの間隔は 23 mm である．そのほかの寸法は図 2.12，図 2.13 で示される試作ボウ
タイアンテナ#3 と同じである．図 2.22 に試作アレイアンテナ B の写真を示す．送信アンテ
ナアレイと受信アンテナアレイの間隔は 15mm である．このアレイアンテナ B が A と異な
る点はこの間隔のみである． 
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図 2.21 試作アレイアンテナ A 
 
 
図 2.22 試作アレイアンテナ B 
 
計測試験は図 3 に示される前述の試験と同様に行った．まず試作アレイアンテナ A と B
について，ポート 8 のアンテナの VSWR を計測した．他のアンテナの入出力ポートは 50 Ω
で終端している．その結果を図 2.23 に示す．試作アレイアンテナ A と B 共に，測定された
VSWR は 10 GHz～20 GHz にわたって 3 より小さく，リニアアレイアンテナとして利用す
るのに十分な性能を持っていることが分かる．また，試作アレイアンテナ A と B の VSWR
には殆ど差がない．これはアンテナの周波数特性が送受信アレイ間隔に殆ど依存しないこ
とを示している．理由としては，アンテナ素子が抵抗装荷されていることにより，他のアン
テナとの間での共振が抑制されているためであると考えられる． 
次に，前述の試験と同様にアンテナから 90 mm 離れた位置に置いた筋交い木材を目標物
にして，試作アレイアンテナ A と B での受信波形を計測した．ポート 3 のアンテナを送信
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アンテナ，ポート 8 のアンテナを受信アンテナとして使用した．測定に利用したポート以外
の全てのポートは 50 Ω で終端されている．試作アレイアンテナ A と B の時間領域の受信
電圧波形を図 2.24 に示す．その値は送信アンテナに入力されるマイクロ波の電圧振幅で正
規化されており，1000 mU は入力マイクロ波の電圧振幅を表す．図中の 0.2 ns でのパルス
波形は，送信アンテナから受信アンテナに直接伝播する直接波を示していると考えられる．
0.8 ns でのパルス波形は筋交い木材からの反射波を示していると考えられる．試作アレイア
ンテナ A と B を比較しても筋交い木材のパルス波形は殆ど変わらないことが分かる．その
一方で直接波の振幅は，試作アレイアンテナ B の方が A よりも約 3.5 倍増大している．こ
のとき，直接波の振幅は筋交い木材からの反射波の振幅より約 2 倍大きい．逆に，試作アレ
イアンテナ A では直接波の振幅は，筋交い木材の約半分となっている．MSLAR の装置化を
考慮した場合，3 次元映像化の信号処理に不要な直接波の振幅を筋交い木材からの反射波の
振幅より小さくすることは，装置に利用する A / D（Analog / Digital）変換器の計測ダイナミ
ックレンジを有効活用することができるという大きな利点となる．図 2.24 の時間領域の受
信波形を実際に A / D 変換器に入力される周波数領域での受信波形に直したものを図 2.25
に示す．縦軸は受信波形の正規化受信電圧，横軸は周波数を示している．実線は試作アレイ
アンテナ A による受信波形，破線は試作アレイアンテナ B による受信波形を示している．
これら 2 つの波形を比較すると送受信アレイ間隔を 15 mm から 23 mm へ広げることによ
り，正規化受信電圧のレンジを 28mU から 13mU へ半分以下に抑制できることが分かる．
この抑制により受信波形を A / D 変換器の手前で 2 倍増幅できるため，受信信号の S / N 比
は 2 倍改善する．以上のことから，試作アレイアンテナ A が装置に利用するリニアアレイ
アンテナとして適していると考えられる． 
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図 2.23 試作アレイアンテナ A と B の VSWR 
 
 
 
 
図 2.24 試作アレイアンテナ A と B の時間領域の受信電圧波形（実数部） 
（筋交い木材） 
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図 2.25 試作アレイアンテナ A と B の周波数領域の受信電圧波形（実数部） 
（筋交い木材） 
 
2.6 結言 
10 GHz～20 GHz の帯域で動作するアレイアンテナ用抵抗装荷プリント化ボウタイアンテ
ナを最適化設計した．このアンテナは給電部にテーパ形状を持つグランド付きコプレーナ
線路と平行給電線路を組み合わせたプリント化されたテーパーバラン回路を持つ．また，こ
のアンテナを利用し送信アンテナアレイと受信アンテナアレイから成るリニアアレイアン
テナを最適化設計した．その送受信アレイ間隔は計測ダイナミックレンジの有効活用の観
点から決定した．  
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第 3章 リニアアレイアンテナの校正方法 
第 2 章では，マルチスタティックリニアアレイレーダ（MSLAR）用リニアアレイアンテ
ナを最適化設計した．本章ではこのリニアアレイアンテナの全ての送受信チャンネルの組
み合わせにおける周波数領域での計測データの校正方法を提案する．この校正方法は，アン
テナから近距離に配置した金属の反射板の計測データから，アンテナを装置から取り外す
ことなく各送信チャンネル，受信チャンネルの伝達関数の校正を行うことを可能にする．送
受信アンテナが等間隔に配置されていることに着目し，最も近接した送受信チャンネルの
計測データのみから校正行列を作成することで，全ての送受信チャンネルの組み合わせに
おける周波数領域での計測データの校正を可能にする 
 
3.1 序 
 本研究で提案する MSLAR では，2 つの RF スイッチ（SP32T: single pole 32 throw）がリニ
アアレイアンテナに取り付けられる．図 3.1 に MSLAR 用に製作した送信 32 ch，受信 32 ch
のリニアアレイアンテナを示す． 図 3.2 にそのリニアアレイアンテナのレイアウトを示す． 
 
 
図 3.1 2 つの RF スイッチが取り付けられたリニアアレイアンテナ 
 
図 3.2 リニアアレイアンテナレイアウト 
リニアアレイアンテナ
（送信32ch，受信32ch）RFスイッチ
（SP32T）
23mm
472.5mm
: Transmitting Antenna
15mm
7.5mm
: Receiving Antenna
Scan Direction
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MSLAR は 32 個の送信アンテナと 32 個の受信アンテナを RF スイッチで切り替えることに
よって，目標物からの反射信号を計測する．このときマイクロ波回路の内部反射，RF スイ
ッチの各チャンネルの電気長と挿入損失の違いにより，合成開口処理後の 3 次元映像には
目標物の形状劣化や存在しない虚像が生じる．これを避けるため、RF スイッチの各チャン
ネルを個別に校正する必要がある． 
一般的に、多チャンネルのレーダの校正では，スイッチのすべてのポートにコネクタまた
はプローブが接続され，各チャンネルで予め測定された伝達関数が使用される[1]．しかし
ながら，本研究で提案する MSLAR では軽量化のため RF スイッチ基板とアンテナプリント
基板を直接半田付けしている．各スイッチポートと各アンテナポート毎の半田付けの違い
からも、各チャネルの伝達関数が変化するため，この校正方法では，測定された伝達関数と
実際にアンテナに接続された状態の伝達関数との間に大きな不一致が生じる． 
別のチャネル校正方法では，アンテナをチャネルポートから切り離すことなく、測定され
た各チャネルの伝達関数を使用する[2]．この方法では，各チャネルの伝達関数を得るため
にアンテナから遠い反射体（コーナーリフレクタ等）からの反射信号を計測する必要がある．
アンテナから反射体までの距離がアンテナアレイの長さに比べて十分遠い場合，チャンネ
ル毎のアンテナの指向性及びマイクロ波の距離減衰の違いの影響は校正において無視する
ことができる．しかしながら，本研究で提案する MSLAR では計測対象の壁の厚みが 200 
mm 程度であるためレンジ方向の計測範囲は 200 mm 以下である．この計測範囲はアンテナ
アレイの長さ 472.5 mm よりも短いため，この校正方法も利用することができない． 
また，最小二乗法を利用した位相最適化による校正方法 [3]では，アンテナをチャネルポ
ートから切り離すことなく基準反射体からの反射信号から送受信チャンネルの電気長を校
正する．しかしながら，この方法では各チャンネルの伝達関数の校正はなされない．  
本章では，本研究で提案する MSLAR [4-6]に適用可能な校正方法を提案する．この校正
方法は，アンテナから近距離に配置した金属の反射板の計測データから，アンテナを装置か
ら取り外すことなく各送信チャンネル，受信チャンネルの伝達関数の校正を行うことを可
能にする．送受信アンテナが等間隔に配置されていることに着目し，最も近接した送受信チ
ャンネルの計測データのみから校正行列を作成することで，全ての送受信チャンネルの組
み合わせにおける周波数領域での計測データの校正を可能にする[7,8]． 
この第 3 章は以下の順で構成される．3.2 節では，提案する校正方法について述べる．3.3
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節では，実際の計測データを使い校正の効果を検証する．3.4 節は結言である． 
 
3.2 リニアアレイアンテナの校正 
本節では、送受信アンテナが等間隔に配置された 1 次元アレイアンテナからなるリニア
アレイアンテナの送受チャンネルの校正方法について述べる。 
 
3.2.1 校正アルゴリズム 
図 3.3 に走査方向に垂直な平面内でのマイクロ波伝播経路の概念図を示す．送信アンテナ
アレイと受信アンテナアレイは，走査方向に距離を開けて配置されているが，ここでは計算
の簡略化のため同一線上に等間隔かつ交互に配置されているとする． Nant は送信アンテナ
または受信アンテナの総数を示す．Δyantは送信アンテナまたは受信アンテナの間隔を表し，
Δyant／2 は最も近い送信アンテナと受信アンテナ間の間隔を示す．n および m はそれぞれ
送信アンテナおよび受信アンテナの番号を示す． 
 
 
図 3.3 マイクロ波伝播経路の概念図 
 
このとき計測する周波数領域の受信電圧データを Xmn(ω)とすると，簡略化された（3.1）式
で表すことができる． 
)()()()(  nmnmmn AYBX   （3.1） 
ここで、An(ω)は n 番目の送信アンテナの伝達関数を含む n 番目の送信チャネルの伝達関数
を表す． Bm(ω)は，m 番目の受信アンテナの伝達関数を含む m 番目の受信チャンネルの伝
達関数を表す．Ymn(ω)は，n 番目の送信アンテナから送信され，目標物で反射され，m 番目
n = Nant
Δyant
: Transmitting Antenna
: Receiving Antenna
n = 1
m = 1 m = Nant
n m
Target
Δyant/2
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の受信アンテナで受信されたマイクロ波の電圧振幅を表す．ωは（3.2）式で表されるよう
にマイクロ波の周波数から決定される信号の角周波数を表す。 
2 f   （3.2） 
本章で提案する校正は（3.1）式で表される計測データ Xmn(ω)から An(ω)と Bm(ω)を消去し
Ymn(ω)を得るものである．  
 最初に、校正に必要な校正データとして，金属製の平面形状の反射板からの受信電圧デー
タを予め計測しておく．図 3.4 は，校正データの計測の概念図を示す．反射板はアレイアン
テナから Lcal（<NantΔy）離れた位置でアレイアンテナと平行に配置される．反射板の外形寸
法はアレイアンテナの外形寸法に比べて十分大きいとする． 2rcal mn は、n 番目の送信アン
テナから m 番目の受信アンテナまでのマイクロ波伝搬経路の距離を表す． 
 
図 3.4 校正データの計測の概念図 
 
このとき，反射板の計測データである校正データ Hmn(ω)は以下の式で表される． 
)()()()(  nmncalmmn AYBH   （3.3） 
ここで Ycal mn(ω)は，n 番目の送信アンテナから送信され，反射板で反射され，m 番目の受信
アンテナで受信されたマイクロ波の電圧振幅を表す．ここで，送受信アンテナの配置ならび
に計測の対称性を考えると，m－n = 0 または－1 の場合に Ycal mn(ω)は Ycal11(ω)となり（3.4）
式で表される． 
)1,0(
)()( 11


nm
YY calmncal 
 （3.4） 
さらに Ycal11(ω)は以下の式で表される．このときアンテナからのマイクロ波の放射電界が遠
方放射電界[9]に従うと仮定した． 
: Transmitting Antenna
: Receiving Antenna
Metal Plate
n
m
n = 1
m = 1
Lcal
rcal11
rcal11
rcal mn rcal mn
LTR
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11
11 2
11
exp( 2 )
( ) ( 1)
( )
cal
cal
cal
jkr
Y
r
k v



  

 （3.5） 
 
ここで金属板の反射率は－1 とした．k は伝播したマイクロ波の波数，v はマイクロ波の伝
搬速度である．送受信アンテナの指向特性は（3.3）式の An(ω)と Bm(ω)にそれぞれ含まれて
いるものとする．（3.3）式，（3.4）式，（3.5）式から Hmn(ω)の中の Ycal mn(ω)は，m－n = 0 ま
たは－1 の場合に，送信アンテナの番号 n および受信アンテナの番号 m に対して独立とな
る．この Hmn(ω)（m－n = 0 または－1）を利用することにより，以下の（3.6）式のように m
と n に対して独立な Ycal11(ω)と，送受信チャンネルの伝達関数 An(ω)，Bm(ω)から成る校正行
列 H'mn(ω)を作ることができる．ここでは式の簡略化のため(ω)を省略している． 
1
1
111
1
11
111
1
, 1
( ) , 0, 1
, 0
n
q q
q m
m cal nn
q q
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H
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H
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H
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
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
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
 






    



     



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



  （3.6） 
例として，H'52(ω)の計算を以下の（3.7）式に示す． 
)()()(
)()()(
)()()()(
)(
2115
511441133112
5115411431132112
453423
55443322
52


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
AYB
AYBAYBAYB
AYBAYBAYBAYB
HHH
HHHH
H
cal
calcalcal
calcalcalcal







  （3.7） 
（3.7）式の分母と分子の Hmn(ω)の掛け算と，H'52(ω)との間の関係を図示すると図 3.5 のよ
うになる．図 3.5 は，校正行列の要素 H'52(ω)がその間の最近接送受信アンテナ対で計測した
校正データから構成されることを示している． 
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図 3.5 校正行列の要素 H'52(ω)を構成する校正データの概念図 
 
 この校正行列 H'mn(ω)を使い，計測データ Xmn(ω)を以下の（3.8）式の通り校正することが
できる． 
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 （3.8） 
この（3.8）式に（3.5）式を代入し，（3.8）式は以下の（3.9）式で表される． 
11
2
11
11
( ) exp( 2 )
( ) ( 1)
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mn cal
mn
mn cal
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X jkr
Y
H r
X
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
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  

 （3.9） 
ここで C は比例定数である．さらに（3.9）式に対して複素数の有理化を行い，分母に式の
発散を防ぐためのβを加えることによって，以下の（3.10）式を最終的な校正式とする．  
*
112
( ) ( )
( ) exp( 2 )
( )
mn mn
mn cal
mn
X H
Y C jkr
H
 

 

  
 
 （3.10） 
この（3.10）式は，ウイナーフィルタの形式を持つ[1]．このときβ-1は原信号とノイズとの
パーワースペクトル比であり，計測した周波数領域データから決定される．ここで rcal11は，
図 3.4 より以下の式で表される． 
: Transmitting Antenna
: Receiving Antenna
Metal Plate
H'52(ω)
n = 2 m = 5
・・・
H22(ω)
H23(ω)
H33(ω)
H34(ω)
H44(ω)
H45(ω)
H55(ω)
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また，本章で校正の対象としている MSLAR のように送信アレイが受信アレイから走査方
向にアレイ間隔Δxarrayだけ離れている場合，rcal11は以下の式で表される．（図 3.2 ではΔxarray
は 23 mm となっている．） 
2
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  （3.12） 
この校正方法は RF スイッチとアンテナの伝達関数から成る送受信チャンネルの伝達関
数を校正する．そしてアンテナを装置から取り外すことなく周波数領域の計測データを校
正することが可能である．また最近接アンテナで収得した校正データのみで校正を行うた
め，アンテナの指向性による影響を受けない． 
 
3.2.2 校正処理手順 
 これまでに示した校正アルゴリズムを実際に計測したデータに適用する手順を図 3.6 に
示す． 
 
図 3.6 校正処理手順 
 
最初に反射板を用いて校正データを予め計測しておく．また，レーダの前面に何も置かない
場合のデータも計測しておく．このデータは校正データならびに実際の計測データの差処
理に利用され，直接波等のオフセット信号の除去に用いられる．以後ここで示す全てのデー
タは，このデータを用いて差処理済であるとする．次に，校正データ Hmn(ω)に対して逆フー
リエ変換を行い，周波数領域データから時間領域データへの変換を行う．次に，ゲート処理
Fourier Transforming
Making Calibration Matrix H’ij(ω)
Gate Processing
Inverse Fourier Transformation
Measuring Calibration Data
Measured Data
Calibration Processing for Measured Data
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と呼ばれる処理行い，この時間領域データから反射板からの反射信号のみを抽出する．この
処理は（3.13）式で表されるウィンドウ関数を前記時間領域データに掛け合わせる処理であ
り，反射板とレーダ本体（例えばアンテナ面）との間で生じる多重反射信号を取り除く． 
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  （3.13） 
次に，この時間領域データに対してフーリエ変換を行い，反射板の信号のみで形成される周
波数領域での校正データ Hmn(ω)を得る．次に，この Hmn(ω)から（3.6）式によって校正行列
H'mn(ω)を計算する．ここまでの手順は校正処理の前処理となる．最後に，様々な対象で実際
に計測したデータに対して（3.10）式で表される校正処理を行う． 
 
3.3 校正方法の検証 
 提案する校正方法について，実際の計測データを使い効果を検証した．計測には，図 3.1
で示されているリニアアレイアンテナと MSLAR 用のレーダ回路を利用した．校正データ
には，アレイアンテナから 75 mm 離した位置に置いた反射板の計測データを利用した．反
射板には，リニアアレイアンテナより十分大きいと考えられる長さ 1000 mm×幅 400 mm の
ステンレス板を使用した．検証に用いる計測データの目標物には校正データの計測に用い
た反射板を選定した．つまり校正データ自身に対して校正することにより検証を行った． 
MSLAR は送信チャンネルを 32 ch，受信チャンネルを 32ch 持ち，計測を行う送受信アンテ
ナの組み合わせの数は 32×32＝1024 通りとなる．このため個々のデータを個別に検証する
ことが難しい．そのため，周波数領域の計測データの位相と電圧振幅について標準偏差を定
義し，その低減の度合いから校正方法の検証を行った．図 3.4 で示される反射板の計測レイ
アウトの通り，送受信アンテナの間隔 LTRが等しければ反射板からのマイクロ波の反射信号
において対称性が存在する．よって反射板の計測データ Hmn(ω)の内，送受信アンテナ間隔
LTRが等しいグループ毎に計測データを纏めて，それぞれのグループ毎に受信信号の位相と
電圧振幅の標準偏差ならびに平均値を算出した．図 3.7 に位相の標準偏差を示す．図 3.8 に
電圧振幅の標準偏差と平均値を示す．各図中では校正前の値を破線で，校正後の値を実線で
それぞれ示している．ここで，図のタイトルの下に示した NSは標準偏差と平均値の算出に
利用した反射板の計測データ Hmn(ω)のサンプル数を示す．（3.10）式の比例定数 C について
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は，アレイアンテナ中央にある 16 番目の送信アンテナと 16 番目の受信アンテナで計測し
た時間領域での受信パルス振幅が校正の前後で等しくなるように定めた．さらに，送受信ア
ンテナ間での直接波やレーダ本体と目標物の間で生じる多重反射の影響を取り除くために，
全ての計測データに対して以下の（3.14）式で表される時間領域でのウィンドウ関数を掛け
合わせた． 
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 （3.14） 
ここで 2rmnは図 3.4 で示される通り n 番目の送信アンテナから送信され m 番目の受信アン
テナで受信されるマイクロ波の伝播距離である． 
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図 3.7 校正処理前後の周波数領域の計測データの位相の標準偏差 
(a)LTR = 7.5 mm，NS = 63，(b)LTR = 52.5 mm，NS = 57，(c)LTR = 127.5 mm，NS = 47 
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図 3.8 校正処理前後の周波数領域の計測データの電圧振幅の標準偏差と平均値 
(a)LTR = 7.5 mm，NS = 63，(b)LTR = 52.5 mm，NS = 57，(c)LTR = 127.5 mm，NS = 47 
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 図 3.7 から，LTR = 7.5 mm，52.5 mm，127.5 mm の 3 ケースの全てにおいて校正による位
相の標準偏差の低減効果を確認できる．特に LTR = 7.5 mm の場合（図 3.7(a)）において低減
の効果が最も大きい．一方で，LTR が大きくなるにつれて校正による低減効果が減少してい
る．これは，（3.5）式で遠方放射電界の近似式を用いたことによるものだと考えられる． 
このリニアアレイアンテナを構成するアンテナを標準的なダイポールアンテナとして考
えると遠方放射電界の近似が成立するのは以下の式で表される条件のときである[9]． 
1
2
:
:
:
R
k
R
k



 





アンテナからの距離
波数
波長
 （3.15） 
アンテナから反射板までの距離は 75 mm であり，最も低い周波数である 10 GHz での波長
は 30 mm となることから，（3.15）式の条件が満たされているとが分かる．しかしながらア
レイアンテナを構成するアンテナの場合には，アンテナを構成する導体の配置や隣接する
アンテナの影響を受けるために標準的なダイポールアンテナとは考えられないため（3.15）
式の条件をそのまま当てはめて考えることは困難である．一般的に波長より大きな開口面
を持つアンテナから放射される電磁界の空間分布はアンテナからの距離によって変わる．
その領域は大きく分けて，遠方放射電界の近似式が成り立つ遠方領域（またはフラウンフォ
ーファー領域），近似式の成り立たない近傍領域（またはフレンネル領域）の 2 つに分ける
ことができる．2 つの領域の境界を明確に定めることは難しいが，目安として以下の式が与
えられている[9]． 
22
:
:
:
D
R
R
D








アンテナからの距離
波長
アンテナ開口面の実効的な最大寸法
（3.16） 
このリニアアレイアンテナの物理的な最大寸法はアレイアンテナの長さ 472.5 mm であるが，
合成開口処理を前提とした場合の実効的な最大寸法 D は以下のように求めれば良いと考え
られる．図 2.12，図 2.21 で示される通り，アンテナはアレイ方向に偏波方向を持つボウタ
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イアンテナである．このアンテナのアレイ方向のマイクロ波放射の広がり角を半値幅と呼
び，最大振幅が-3 dB となる 2 つの方向で挟まれた角度と定義すると，半値幅は約 90 度と
なると考えられる．この角度を超えるとマイクロ波の振幅が急激に減少するため，合成開口
処理に寄与するデータはこの範囲の中でマイクロ波が送受信された場合のデータであると
考えられる．図 3.9 に今回の校正データの計測レイアウトを示す．反射板の位置はアレイア
ンテナなら 75 mm 離れているため，有効な計測データが得られる範囲は送受信間隔が 150 
mm 以内になることが図から分かる．この長さを実効的な最大寸法 D として考える．3.1 節
で述べた通り，本研究で提案する MSLAR では計測対象の壁の厚みが 200 mm 程度であるた
めレンジ方向の計測範囲は 200 mm以下である．この計測範囲はアンテナアレイの長さ 472.5 
mm よりも十分短いため，このようにリニアアレイアンテナの実効的な最大寸法 D は計測
対象の距離によって変化すると考えられる． 
 
 
図 3.9 校正データの計測レイアウト 
 
D が 150 mm の場合，波長が 10 GHz の 30 mm あるいは 20 GHz の 15 mm では，R はそれぞ
れ 1.5 m，3 m になる．よってアンテナから 75 mm の位置に置かれた反射板は近傍領域にあ
ると考えられる．ゆえに（3.5）式において厳密には遠方放射電界の項以外に準静電界，誘導
界といった近傍界の項を考慮する必要がある．このときアンテナからのマイクロ波の放射
電界はアレイ方向の実効的なアンテナ開口端からの影響を含む．そのため校正行列に利用
した最近接送受信アンテナでの計測値において，リニアアレイアンテナ中央部での反射板
: Transmitting Antenna
: Receiving Antenna
Metal Plate
75 mm
472.5 mm
-45°45° -45°45°
D = 150 mm
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の計測値と物理的な開口端近傍のリニアアレイアンテナ端部での反射板の計測値には僅か
なずれが生じると考えられる．したがって全体として校正の効果が見られるものの，LTR が
大きくなると（3.6）式，（3.7）式の校正行列の計算の中で用いられている校正データ Hqqな
らびに Hqq+1 の中の各 Ycal11 の間に微妙な相違が生じ，校正行列に誤差が蓄積されたために
校正による位相の標準偏差の低減効果が減少したと考えられる． 
図 3.8 から，LTR = 7.5 mm においては校正処理による電圧振幅の標準偏差の低減効果を若
干確認できるが，効果は総じて非常に小さい．このことは送受信チャンネルの伝達関数の振
幅のばらつきが受信信号のノイズレベルに対して十分小さいためであると考えられる．ま
た LTRが大きくなるにつれて効果が小さくなる理由としては，前述の校正行列の誤差の蓄積
によるものと考えられる． 
図 3.8 の電圧振幅の平均値からは，校正処理による受信信号の帯域幅の拡大が確認でき
る．例えば，LTR = 7.5 mm において，帯域幅を最大振幅の-3dB（最大振幅の約 70 ％）とな
る幅として定義すると，帯域幅は校正処理により 15 %拡大していることが分かる．このこ
とは，（3.10）式のウイナーフィルタ形式でのデコンボリューション効果であると考えられ
る．この帯域の拡大は LTR が大きくなるにつれて効果が減少している．この理由としては，
前述の校正行列の誤差の蓄積によるものと考えられる． 
 
3.4 結言 
 MSLAR に適用可能なリニアアレイアンテナの校正方法を提案した．この校正方法はアン
テナを装置から取り外すことなく周波数領域の計測データを校正することを可能にする．
実際にリニアアレイアンテナで計測したデータを利用して校正処理を実施し効果を検証し
た．その結果，送受信アンテナ間隔が等しいチャンネルでの周波数領域の計測データにおい
て位相の標準偏差の低減，振幅の標準偏差の若干の低減，帯域幅の改善を確認した． 
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第 4章 マルチスタティックリニアアレイレーダの開発 
 第 2 章では， マルチスタティックリニアアレイレーダ（MSLAR）用リニアアレイアンテ
ナを最適化設計した．第 3 章では，リニアアレイアンテナの校正方法を提案した．本章で
は，木造家屋用非破壊検査装置としてこのリニアアレイアンテナを内蔵した MSLAR を提
案する．本装置は送信 32 チャンネル，受信 32 チャンネルのリニアアレイアンテナを持つ
マルチスタティックレーダである．ハンディタイプのレーダ本体を壁の上で走査させるこ
とにより，１回の計測で壁内部の明瞭な 3 次元映像を得ることができる． 
 
4.1 序 
 第 1 章で述べたように，従来工法で建築された木造住宅の耐震診断において壁の中の筋
交いの配置や形状の検査を“簡便に”，”非破壊”で行える検査手法は未だ確立していない．
本研究では，これを実現するための非破壊検査装置として 10 GHz～20 GHz を利用した
MSLAR を提案し，その有効性を実証するために実際に MSLAR を開発した[1-3]．本章では
開発した MSLAR の概要ならびにその性能確認試験について述べる．  
 この第 4 章は以下の順で構成される．4.2 節では，開発した MSLAR について概要を述べ
る．4.3 節では，開発した MSLAR の動作確認試験について示す．4.4 節では，第 3 章で提案
した校正方法の効果の評価を示す．4.5 節は結言である． 
 
4.2 マルチスタティックリニアアレイレーダ 
本節では，開発した MSLAR について概要を述べる．  
 
4.2.1 リニアアレイアンテナレイアウト 
MSLAR に内蔵されたリニアアレイアンテナのレイアウトを図 4.1 に示す．32 個のアンテ
ナを 15 mm の間隔で 1 次元状に配置して送信アンテナアレイを構成し，32 個のアンテナを
同様に配置して受信アンテナアレイを構成している．送信アレイと受信アレイは走査方向
に 23 mm 離して配置されている．受信アンテナアレイは送信アンテナアレイに対し走査方
向右側にアンテナ間隔の半分である 7.5mm ずれて配置されており，送受信アンテナは等間
隔に並んでいる．このリニアアレイアンテナの全長は 472.5 mm となる． 
Port2 
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図 4.1 MSLAR のアレイアンテナレイアウト 
 
4.2.2 信号処理 
 このレーダ装置は計測したデータを合成開口処理することにより，壁内部の 3 次元映像
をノートパソコンの画面に表示する．ここではその合成開口処理について述べる．図 4.2 に
計測の概念図を示す． 
 
図 4.2 計測概念図 
 
ここで x 軸は走査方向，y 軸はアンテナアレイ方向，z 軸はレンジ方向（深さ方向）である．
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送信アンテナの座標は(x’, y’T, z’ = 0)，受信アンテナの座標は(x’, y’R, z’ = 0)とする．送信アン
テナからマイクロ波パルスが送信されてから，目標物で反射されたマイクロ波パルスが受
信アンテナで受信されるまでの時間を t とすると時間領域での受信電圧の計測データは以
下の式で表される． 
 , , , 0,T Rx y y z t        （4.1） 
このとき目標物の反射率分布 f(x, y, z)は（4.1）式で表される計測データから，Stolt に提案さ
れた F-K マイグレーション法[4]による合成開口処理を行うことにより求められる．処理手
順を以下に示す． 
まず（4.1）式の計測データに対して以下の変数変換を行う． 
R T
R T
Y y y
y y y
   

   
  （4.2） 
（4.2）式によって計測データ ψを以下のように再定義する． 
 , , , 0,x Y y z t        （4.3） 
この計測データに対して 4 重フーリエ変換を行う． 
   
4
( )
2( , , , ) 2 , , , 0, x
j k x PY py t
xA k P p x Y y z t e dx dY dy dt
  
                
 （4.4） 
この（4.4）式に対して以下の計算を行うことにより目標物の 3 次元映像 f(x, y, z)が求められ
る． 
   
24
( )2 2
2, , 2 ( , , , ) ( )
4
xj k x Pyjuz
x x
c
f x y z A k P p u v dv e du e dk dP
P
 

  
   
   
    
    
 （4.5） 
ただし，u, v, ωは以下の式で表される． 
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2 2 2 2 2 2 2 2
2 2
2 2 2 2 2 2 2 2
2 2
2 2 2 2 2
( ) ( )
1 1
4 4
( ) ( )
1 1
4 4
sgn( )
2
x x
x x
x
k c P p c k c P p c
u
c c
k c P p c k c P p c
v
c c
c
k P p u v
 
 
 
 
 
    
   


   
   


     

  （4.6） 
ここで，c はマイクロ波の伝播速度である． 
 
4.2.3 装置構成 
図 4.3 に開発したマルチスタティックリニアアレイレーダを示す[1-3, 5]．このレーダ装
置はハンディタイプの 3 次元イメージングレーダである．装置はレーダ本体と信号処理機
から構成されている．図 4.4 にその装置ブロック図を示す．信号処理機（Signal Processing 
Unit）はノートパソコン（HP elite book 2560p），A/D ボード，バッテリーから構成されてお
り，レーダ本体への電力供給と，レーダ本体で計測したデータのデータ収集を行う．計測し
たデータを合成開口処理することによって，壁内部の 3 次元映像をノートパソコンのモニ
ター上に出力する．計測長が 512 mm の場合，信号処理に要する時間は約 3.6 秒となる．レ
ーダ本体（Radar Unit）は，リニアアレイアンテナ（送信 32ch，受信 32ch のテーパーバラン
回路付き抵抗装荷プリント化ボウタイアンテナ），送信用 RF スイッチユニット（SP32T：
single pole 32 throw），受信用 RF スイッチユニット（SP32T），ステップ周波数レーダユニッ
ト（10-20GHz），スイッチコントロールユニット，レーダコントロールユニットから構成さ
れる．レーダ本体には 4 つの車輪が取り付けられており，壁の表面を手動で走行させること
ができる．その車輪の 1 つに内蔵されたエンコーダからは，2 mm 毎にエンコーダ信号が出
力され，レーダコントロールユニットに入力される．レーダコントロールユニットはステッ
プ周波数レーダユニットを制御し，9.94GHz から 19.7GHz の周波数帯域でステップ状にマ
イクロ波を出力させる．周波数ステップ数は 64 で、周波数の増分は 155.33 MHz である．レ
ーダコントロールユニットはステップ周波数毎に，スイッチコントロールユニットへスイ
ッチ切り替え開始のトリガ信号を出力する．スイッチコントロールユニットは周波数が固
定されている間に送受信アンテナの切り替え信号を送受 RF スイッチユニットに送る．送受
RF スイッチユニットは全ての送受信アンテナの組み合わせでアンテナの切り替えを行う．
その組み合わせの数は 32×32 = 1024 通りである．ステップ周波数レーダユニットはステッ
62 
 
プ周波数毎に全ての送受信アンテナの組み合わせでレーダ計測を行い，周波数領域の受信
信号を信号処理機に送る．エンコーダ信号が出力されてからここまでの処理が終わるまに
要する時間は 33 ms であり，ここから決定されるレーダ本体の最大計測速度は 6 cm/s とな
る．この装置を利用して、3 次元映像を得るために必要なデータを 1 回のスキャンで計測す
ることができる。レーダ本体と信号処理機の重量はそれぞれ 6 kg と 15 kg である。この装
置は、その実効輻射電力（EIRP：Effective Isotropic Radiated Power）[6]から、日本では微弱
無線局に分類される。したがって、日本では無線局の免許無しで使用することができる。こ
の開発した装置の概略仕様を表 4.1 に示す． 
 
 
図 4.3 マルチスタティックリニアアレイレーダ 
(a)レーダ本体，(b)信号処理機 
 
(a)
(b)
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図 4.4 装置ブロック図 
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表 4.1 開発装置概略仕様 
Specifications 
Radar Type Multi-static linear array radar 
Frequency Band 10-20GHz（9.94～19.7 GHz）(Step frequency radar) 
Array Antenna Unit 64 antennas (32 transmitting + 32 receiving) 
Detectable Depth 240mm 
Measurement Width 472.5mm 
Measurement Speed 6 cm/s 
Weight Radar unit: 6kg, Signal processing Unit: 15 kg 
 
4.3 動作確認試験 
開発した MSLAR を用いて，石膏ボードの裏側に配置した筋交いモデルの映像化試験を
実施した．最初にベニヤ板で筋交い木材を模擬した木造家屋壁モデルについて計測を実施
した．その概念図を図 4.5 に示す．ベニヤ板の石膏ボード表面からの距離は 87mm で，実際
の在来工法の木造家屋の筋交い材の位置と合わせてある．石膏ボードは 6 つの胴縁と呼ば
れる木製の補強材（断面 15 mm×30 mm）で補強されている．石膏ボードの厚みは 12.5 mm
である．2 つのベニヤ平板（断面 90 mm×23 mm）を 12°の角度で付き合わせて配置し，折
れ曲がった筋交い材を模擬している．ベニヤ板を用いた理由は，木目が少なく平面的に均一
な材質であるからである．計測長は 700 mm である． 
その計測結果を図 4.6 に示す．計測データから合成開口処理によって得られた 3 次元映像
の画像強度は最大値で正規化されている．正規化された画像強度のカラーテーブルと透過
率を図 4.7 に示す．明瞭にベニヤ板の形状が 3 次元映像として現れており，2 つのベニヤ板
の突合せ部の隙間も明瞭に現れていることが分かる．3 箇所でベニヤ板の映像が途切れてい
る箇所が有るが，これは石膏ボードを支持するための胴縁がアレイアンテナの前面を覆い，
マイクロ波の減衰が大きいためと考えられる．図 4.7(b)からは，石膏ボードからの反射を含
む直接波とペニヤ板の映像が分離できていることが明瞭に分かる． 
次に一般的な従来工法の木造家屋の壁を模擬したモデルを製作し，計測を実施した．その
写真を図 4.8 に示す．筋交い材には実際の木造家屋で利用されている桧材（二つ割，断面
90mm×45mm）を用いている．石膏ボードの厚みは 12.5mm であり，柱に釘で打ち付けられ
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た胴縁（断面 15 mm×30 mm）の上に釘で固定されている．石膏ボード表面から筋交い材表
面の距離は 87.5mm となる．この筋交いは両端の柱に対して 45°の角度を為すように配置
されている．一般に木造家屋の壁の両面は壁材で覆われているが，モデルでは内部の構造が
良く分かるように裏側の外壁材を取り外している．計測長は 512 mm である． 
その計測結果を図 4.9 に示す．明瞭に筋交いの形状が 3 次元映像として現れているのが分
かる．図 4.9(a)の中央と左よりの位置で筋交いの映像が途切れている箇所があるが，前記試
験と同様に横の胴縁と縦の間柱がアレイアンテナの前面を覆い，マイクロ波の減衰が大き
いためと考えられる．図 4.9(b)からは，前記試験と同様に石膏ボードからの反射を含む直接
波と筋交いの映像が分離できていることが明瞭に分かる．  
 
 
図 4.5 ベニヤ板筋交いモデル計測概念図 
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図 4.6 筋交いモデル（ベニヤ板）の 3 次元映像出力 
(a)計測面からの表示，(b)斜め横からの表示 
 
 
図 4.7 3 次元映像の画像強度のカラーテーブル 
(a)正規化された画像強度のカラーテーブル，(b)正規化された画像強度の透過率 
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図 4.8 従来工法木造家屋壁モデル 
(a)モデル前面（計測面側），(b)モデル裏面 
 
 
図 4.9 筋交い（桧）の 3 次元映像出力 
(a)計測面からの表示，(b)斜め横からの表示 
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4.4 校正の効果の評価 
さらに MSLAR で計測したデータに対して，第 3 章で提案した校正処理を行い校正の効
果の評価も行った．図 4.10 に計測レイアウトを示す． 
 
図 4.10 桧材の計測レイアウト 
 
計測に利用した目標物は，実際に筋交いに利用されている断面が 90 mm×45 mm，長さが
1200 mm の桧材（二つ割）である．目標物はアレイアンテナ表面から 104 mm（z = 104 mm）
離れた位置に，筋交いを模してレーダ本体の計測面と平行かつ，走査方向と 45 度の角度を
なすように配置されている．図 4.11 に目標物に用いた桧材を示す． 
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図 4.11 計測に用いた桧材 
 
ここで，x 軸は走査方向，y 軸はアレイアンテナ方向，z 軸はレンジ方向（深さ方向）を示
す．走査方向の計測距離は 512mm であり，計測間隔は 2 mm である．校正データには，ア
レイアンテナから75 mm離した位置に置いた反射板の計測データを利用した．反射板には，
リニアアレイアンテナより十分大きいと考えられる長さ 1000 mm×幅 400 mm のステンレ
ス板を使用した． 
 この桧材の計測データに対して校正処理を行い，合成開口処理を行った．その結果の 3 次
元映像を図 4.12 に示す． 
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図 4.12 計測データ校正後の桧材の 3 次元映像 
 
ここで，x 軸は走査方向，y 軸はアレイアンテナ方向，z 軸はレンジ方向（深さ方向）を示
す．計測データから合成開口処理によって得られた 3 次元映像の画像強度は，その最大値で
正規化されている．正規化された画像強度のカラーテーブルと透過率は図 4.7 で示される通
りである． 
 図 4.13 にレンジ方向から見た校正処理無し，校正処理有りの目標物の 3 次元映像をそれ
ぞれ示す．図 4.14 に走査方向から見た校正処理無し，校正処理有りの目標物の 3 次元映像
をそれぞれ示す．図 4.13 からは，目標物の画像が校正処理の有無に関わらず明瞭に映像化
されていることが分かる．しかしながら図 4.14 からは，校正処理有りの映像にいくつかの
改善が見られる．図 4.14(a)の中で，実際には存在しない薄い虚像が目標物の背後の約 20 mm
の位置に現れている．これに対して校正処理有りの図 4.14(b)の中ではこの虚像が消えてい
る．図 4.14(a)の中で，目標物の映像の z 座標（レンジ方向）が y 座標（アレイ方向）に対し
てわずかに変動しており，目標物の映像がアルファベットの“W”に似た形状になっている．
これに対して校正処理有りの図 4.14(b)の中ではこの変動は消えている．図 4.14(a)の中で，
目標物の映像の z 座標の平均値は実際に目標物が配置されているアレイアンテナからの距
離 104 mm よりも短い．これに対して校正処理有りの図 4.14(b)の中では，目標物の映像の z
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座標の平均値は約 104 mm となっていることが分かる．また，図 4.14 の中でレンジ方向に
目標物の映像の距離の約 2 倍の位置に現れている薄い映像は，目標物とアレイアンテナ間
で発生した多重反射によるものであると考えられる． 
  
 
図 4.13 レンジ方向から見た桧材の 3 次元映像 
(a)校正処理無し，(b)校正処理有り 
 
 
図 4.14 走査方向から見た桧材の 3 次元映像 
(a)校正処理無し，(b)校正処理有り 
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瞭に示すことが難しいため，桧材よりも大きい反射率と高い均質性（反射率分布，寸法精度）
を持つコの字型のアルミチャンネルを目標物として用意し計測を行った．その計測レイア
ウトを図 4.15 に示す． 
 
図 4.15 コの字アルミチャンネルの計測レイアウト 
 
目標物は 20 mm×20 mm の断面を持つ長さ 1000 mm のコの字アルミチャンネルである．目
標物はアレイアンテナ表面から 84 mm（z = 84 mm）離れた位置に，走査方向と垂直でアレ
イアンテナと平行に配置されている．目標物の走査方向の位置は 254mm（x = 254 mm）で
ある．計測距離は 512mm であり，計測間隔は 2 mm である．  
 この目標物の計測データに対して校正処理を行い，合成開口処理を行った．その結果の 3
次元映像を図 4.16 に示す． 
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図 4.16 計測データ校正後のコの字アルミチャンネルの 3 次元映像 
 
図 4.17 に，走査方向から見た校正処理無し，校正処理有りの目標物の 3 次元映像をそれぞ
れ示す． 
 
図 4.17 走査方向から見たコの字アルミチャンネルの 3 次元映像 
(a)校正処理無し，(b)校正処理有り 
 
校正による映像の改善効果をさらに詳細に観察するために，図 4.17(a)と図 4.17(b)の中の破
線部で囲まれた部分の画像強度を重ねて表示したものを図 4.18(a)と図 4.18(b)にそれぞれ示
す．横軸はレンジ方向（z 軸方向）の距離であり，縦軸は最大値で正規化された 3 次元映像
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の画像強度である．ここで，x 座標の値は目標物を配置した走査位置 254 mm（x = 254 mm），
y 座標の値の範囲は 75 mm から 405 mm，z 座標の範囲は 50 mm から 200 mm である． 
 
 
図 4.18 走査位置 254 mm（x = 254 mm）における，図 4.17(a)と図 4.17(b)の中の破線部で
囲まれた部分の画像強度 
(a)校正処理無し，(b)校正処理有り 
 
図 4.18(a)と図 4.18(b)を比較すると，図 4.18(a)で目標物の背後 20 mm の位置（z = 約 100 
mm）に明瞭に見られる虚像は，校正処理後の図 4.18(b)では殆ど消滅している．この虚像は
送受信チャンネル中のマイクロ波の内部反射信号に起因するものであると考えられる．こ
れは校正処理の（3.10）式に含まれるデコンボリューション処理によって取り除かれたと考
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えられる．図 4.18(a)から目標物の映像の z 座標の値が 3 mm の範囲で変動（77.5 mm～80.5 
mm）していることが分かる．このことは，図4.17(a)の目標物の映像をアルファベットの“W”
に似た形状に変形させている．また，目標物の映像の平均の z 座標の値（z = 79 mm）は，
実際の目標物の z 座標の値である 84 mm よりも 5 mm 浅い値となっている．校正処理後の
図 16(b)では，全ての目標物の映像の z 座標の値が実際の目標物の位置である 84 mm に揃っ
ている．このことは装置の全ての送受信チャンネルの経路長の差が校正によって揃えられ，
レンジ方向の基準面が送受信アンテナの表面に揃えられていることを示している．レンジ
方向の目標物の位置が正確に表示されることは，筋交いの主要な 2 種類の規格である二つ
割（厚み 45 mm）と三つ割（厚み 30 mm）の厚みの差 15 mm を捕らえる上で実用上非常に
重要な改善であると考えられる．  
 以上のことから，第 3 章で提案した校正方法は MSLAR の 3 次元映像において大きな改
善効果をもたらしたと考えられる． 
 
4.5 結言 
 木造家屋用の非破壊検査装置として，壁内部を非破壊で 3 次元映像化可能な 10 GHz～20 
GHz 帯 MSLAR を提案した．装置を開発し，その性能確認をするために，2 つの在来工法木
造家屋壁モデルに対して計測試験を実施した．その結果，これらモデルに対して壁内部の筋
交い材の形状を明瞭に 3 次元映像化することが可能であることを示した．また，第 3 章で
提案した校正方法の効果の評価も行った．その結果，目標物の背後に現れる虚像が消えレン
ジ方向の目標物の位置が正確に表示されることを示した． 
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第 5章 木造家屋壁モデルによる壁内部の 3次元映像化性能の実証 
 第 2 章では， マルチスタティックリニアアレイレーダ（MSLAR）用リニアアレイアンテ
ナを最適化設計した．第 3 章では，リニアアレイアンテナの校正方法を提案した．第 4 章で
は，木造家屋用非破壊検査装置としてこのリニアアレイアンテナを内蔵した MSLAR を提
案した．本章では，従来工法木造家屋の精巧な外壁モデルでの計測結果を示し，このレーダ
の性能が筋交いの映像化において十分であることを示す． 
 
5.1 序 
 本研究において，従来工法木造家屋用の非破壊検査装置として MSLAR を提案した．この
レーダの性能が筋交いの映像化において十分であることを示すためには，実際の従来工法
による木造家屋で計測試験を実施する必要がある．しかしながら，既に建設されている家屋
では図面が残っていないケースが多く外壁内部の構造を確認することは困難である．ゆえ
に，試験に利用する試験体として，実際に従来工法の木造家屋を施工する業者に依頼し一般
的な木造家屋の構造に忠実な外壁モデルをいくつか製作した．この試験体に対して試験体
内部の筋交い材を明瞭に映像化できるかの実証試験を実施した[1]．本章にてその結果を示
す． 
この第 5 章は以下の順で構成される．5.2 節では，製作した外壁モデル試験体について示
す． 5.3 節では，実施した実証試験の計測ならびに評価方法について示す． 5.4 節では，得
られた試験結果について示す．5.5 節は試験結果に対する考察を示す．5.6 節は結言である． 
 
5.2 外壁モデル試験体 
 木造家屋外壁モデル試験体（以下試験体）を製作した．製作した場所は図 5.1 に示す東北
大学構内に建設されたテント中である．図 5.2 にテント内部の試験体の写真を示す．テント
内に置かれた試験体のうち試験体 No. 1 を図 5.3 に示す．試験体は木造家屋の外壁を模して
製作されている．ここでは屋内側の壁面，屋外側の壁面をそれぞれ屋内壁，屋外壁と呼ぶ．
図 5.4 に試験体 No. 1 の製作途中の骨組みの写真を示す．内部には斜めに筋交いが入ってお
り，筋交いは屋外壁側に寄せられて配置されている．各試験体には間柱と呼ばれるものが縦
に入っており，間柱を縫うようにして筋交いが配置されている．屋外壁，屋内壁には，胴縁，
ラス板もしくは木ずりと呼ばれる壁材施工のための基礎構造があり，その上に各種壁材が
施工されている． 
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図 5.1 構内試験施設 
 
 
図 5.2 試験体 
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図 5.3 試験体 No. 1 
 
 
図 5.4 試験体 No. 1 の内部構造（屋内側から） 
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図 5.5～図 5.8 に今回計測を実施した試験体 No. 1，No. 3～No. 5 の骨組みの図面を示す．試
験体骨組みは木造家屋の外壁を模して桧材で製作されている．各部材の名称の横にはその
断面の寸法を記入している（単位は mm）．表 5.1 に今回計測を実施した試験体 No. 1，No. 3
～No. 5 の屋外壁，屋内壁に施工された壁材の構成，ならびに試験体の厚みをそれぞれ示す．
実際の家屋では稀に屋外側の壁材に金属製のものが使われるが，計測した試験体の中には
含めていない． 
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図 5.5 試験体 No. 1 の内部構造 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
 
 
図 5.6 試験体 No. 3 の内部構造 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
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図 5.7 試験体 No. 4 の内部構造 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
 
 
図 5.8 試験体 No. 5 の内部構造 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
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表 5.1 施工された壁材の構成ならびに試験体厚み 
試験体 
番号 
屋外壁 屋内壁 厚さ 
No. 1 
アスファルトフェルト 
ラス網 
石膏下塗り 
モルタル仕上げ(20mm) 
ラスボード(7mm) 
石膏下塗り 
京壁仕上げ(10mm) 
140 mm 
No. 3 
石膏下塗り 
モルタル仕上げ(10mm) 
化粧合板(4mm) 175 mm 
No. 4 
シージングボード(12mm) 
ラス網 
モルタル下塗り 
モルタル仕上げ(20mm) 
化粧石膏ボード(10mm) 175 mm 
No. 5 
アスファルトフェルト 
フレキシブルボード(6mm) 
石膏ボード(13mm) 
クロス 
175 mm 
 
5.3. 計測ならびに評価方法 
 計測はレーダ本体を試験体の屋外壁，屋内壁の表面を走査させて実施した．計測エリアは
図 5.5～図 5.8 の破線で囲まれた領域である．計測については図 5.3 の矢印もしくは図 5.5 の
破線部内の破線矢印で示される通り，屋外壁，屋内壁共に上段 4 回，下段 4 回実施した． 1
回の計測で走査方向に最大 1024 mm，アンテナアレイ方向に 480mm，レンジ方向に 240mm
の領域の 3 次元映像を得る．図 5.9(a)に試験体 No. 4 の屋内壁側の計測結果である 3 次元映
像の一部を示す．x 軸は走査方向，y 軸はアンテナアレイ方向，z 軸はレンジ方向である．こ
の 3 次元映像から，直接波を含む計測側の屋内壁表面の画像強度が大きいためにその向こ
うの壁内部の構造を観察することが困難であることが分かる．図 5.9 (b)には，その壁表面の
画像を除去した 3 次元映像を示す．明瞭に筋交い，屋外壁の胴縁，屋外壁裏面の 3 次元映像
が表示されていることが分かる．以下の試験においては，このように計測面直近の壁表面の
画像を除去した上で，筋交いが明瞭に映像化されるかどうかの見極めを行うことにした．ま
た，全ての 3 次元映像の画像強度は，試験体 No. 4 の屋内壁側から計測した筋交いの最大画
像強度で正規化されている．その 3 次元映像のカラーパレットと透過率を図 5.10 に示す． 
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図 5.9 試験体 No. 4 の屋内壁側の計測結果 
(a)計測側の壁表面の画像有り，(b)計測側の壁表面の画像無し． 
 
 
図 5.10 3 次元映像の画像強度のカラーテーブル 
(a)正規化された画像強度のカラーテーブル，(b)正規化された画像強度の透過率 
 
5.4 試験結果 
 図 5.11～図 5.14 に今回計測した試験体の 3 次元映像を示す．上下計 8 回の計測の内，計
測領域が重なっているものについては 3 次元映像を重ねて表示している．中央部の画像が
欠損している領域は未計測部である．図 5.11 (a)は試験体 No. 1 の屋外壁側の計測結果であ
る．屋内壁裏面の画像が縞状に現れており，筋交いの画像は屋内壁裏面の画像強度が小さい
部分として間接的に現れている．図 5.11(b)は試験体 No. 1 の屋内壁側の計測結果である．筋
交いの画像は明瞭に現れている． 
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図 5.11 試験体 No. 1 の 3 次元画像 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
 
図 5.12(a)は試験体 No. 3 の屋外壁側の計測結果である．屋内壁裏面の画像が細かく縞状に
現れており，筋交い画像は屋内壁裏面の画像強度が小さい部分として間接的に現れている．
図 5.12(b)は試験体 No. 3 の屋内壁側の計測結果である．筋交いの画像は明瞭に現れている． 
 
図 5.12 試験体 No. 3 の 3 次元画像 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
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 図 5.13(a)は試験体 No. 4 の屋外壁側の計測結果である．筋交いの画像は屋内壁裏面の画像
強度が小さい部分として間接的に現れている．図 5.13(b)は試験体 No. 4 の屋内壁側の計測結
果である．筋交いの画像は明瞭に現れている． 
 
 
図 5.13 試験体 No. 4 の 3 次元画像 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
 
 図 5.14(a)は試験体 No. 5 の屋外壁側の計測結果である．筋交いの画像は屋内壁裏面の画像
強度が小さい部分として間接的に現れている．図 5.14(b)は試験体 No. 5 の屋内壁側の計測結
果である．筋交いの画像は明瞭に現れている． 
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図 5.14 試験体 No. 5 の 3 次元画像 
(a)屋外壁側，(b)屋内壁側． 
 
 全ての試験体において，屋内壁側の計測では筋交いの画像は明瞭に現れた．筋交いの有無
の判断とともに，その画像から筋交いの配置や形状を容易に観察することが可能であると
考えられる．また，屋外壁側の計測では筋交いの画像は屋内壁裏面の画像強度が小さい部分
として間接的に現れた．その画像はぼやけているため筋交いの形状までは認識できない．し
かしながら筋交いの有無の判断は可能であると考えられる．  
 
5.5 考察 
 屋内壁側の計測では，筋交いの画像は明瞭に現れている．その一方で，屋外壁側の計測で
は，筋交いの画像は明瞭に現れていない．その理由として以下のことが考えられる．試験体
の屋外壁側では，壁材もしくは壁材裏面全面を覆うラス板，木ずりと呼ばれる壁材施工のた
めの基礎構造に対して筋交いは多くの場合接している．施工の種類によっては間に幅 15mm
の胴縁を挟むこともあるが，その場合には 15 mm の隙間がある．このレーダのレンジ分解
能は 15 mm しかないのでこの屋外壁側からの計測では，筋交いからの反射信号は直接波を
含む壁材や壁材基礎構造からの強い反射信号と干渉していると考えられる．そのため明瞭
な筋交いの映像を得ることができていないと考えられる．一方で筋交いを通過するマイク
ロ波の減衰が大きいために，筋交いの画像が屋内壁裏面の画像強度の小さい部分として間
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接的に現れていると考えられる．逆に屋内壁側の計測では，筋交い表面と壁材裏面との間に
十分な隙間が有る．試験体 No.1 では 75 mm，No. 3 では 90 mm，No. 4 では 90 mm，No. 5 で
は 93 mm．これらは全てレーダのレンジ分解能 15 mm よりも十分大きいため，筋交いから
の反射信号を前述の壁材等の反射信号と完全に分離することができる．よって明瞭な筋交
いの映像を得ることができていると考えられる． 
また全体の計測を通して，屋外壁側の計測における屋内壁裏面の映像の画像強度が，屋内
壁側の計測における屋外壁裏面の映像の画像強度よりも小さい．これは屋外壁の方が屋内
壁よりも耐候性が高く密度が高い壁材が使用されており，マイクロ波の減衰がより大きい
ためであると考えられる． 
 屋外壁側の計測と屋内壁側の計測共に，3 次元映像の中で画像強度が小さい部分がある．
これは壁材を支えている胴縁や間柱がマイクロ波を減衰させているためと考えられる．  
 
5.6 結言 
本研究で提案した MSLAR の従来工法木造家屋の壁内部の 3 次元映像化能力を実証する
ために，実際の従来工法木造家屋の外壁を忠実に模擬した試験体を製作し計測を実施した．
その結果，屋内壁側の計測では筋交いの画像は明瞭に現れた．筋交いの有無の判断と共に，
その画像から筋交いの配置や形状を容易に観察することが可能であることを示した．屋外
壁側からの計測では筋交いの画像は屋内壁裏面の画像強度が小さい部分として間接的に現
れた．その画像はぼやけているため筋交いの形状までは認識できないが，筋交いの有無の判
断は可能であることを示した．  
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第 6章 木造住宅耐震診断への適用 
 本研究の最終的な目標は，木造家屋の耐震性能評価で実際に使用する装置の開発である．
開発したマルチスタティックリニアアレイレーダ（MSLAR）は実際の木造住宅の耐震診断
で活用されなければならない．そのため実際に住宅検査員が実施している木造家屋の耐震
診断に同行し診断がどのように実施されているかを把握し，その中でどのように適用すべ
きか検討を実施した．また，今後の課題についても検討した． 
 
6.1 実際の家屋での耐震診断ならびにレーダ計測 
 現状の耐震診断を把握するために，実際の木造家屋である宮城県東松島市にある地区セ
ンターの耐震診断に同行した．通常家屋１戸あたり２名の住宅検査員で耐震診断を実施す
る．現在実施されている耐震診断の流れを以下に示す．まず外観検査によって建物全体を確
認する．ここで建築士の資格を持つ検査員は建物の強度部材である柱や筋交いの位置を高
い精度で推定することが可能である．外観検査から判明する建物の情報を記録した後に，強
度部材の目視確認作業に入る．柱や筋交いを直接目視で確認するために天井裏や床下に検
査員が入る．１人が天井裏や床下に入っている間，一人は屋内外から侵入の補助や声かけ等
のサポートを行う．そして予め推定した位置を集中的に調査する．そこで柱や筋交いの“有
無”を確認していく．しかしながら，梁や基礎の構造によっては目当ての位置へたどり着け
ずに筋交いを確認できない場合もある．筋交いが確認できない場合検査員は筋交い無しと
判断する．柱や筋交いの有無を記録すると現場での検査は完了する．ここで得られた情報を
耐震診断ソフトウエアに入力し耐震診断を実施する． 
 今回の耐震診断は，下区地区センター，上区地区センター2 戸で実施された．現場での確
認作業は 1 戸当たり 4 時間であり，殆どの時間は屋根裏や床下での確認作業に費やされた．
一方，MSLAR を利用した場合柱や筋交いがあると推定された位置での計測は 1 時間で完了
した．検査員がどうしても筋交いの有無を確認できなかった箇所が 1 箇所あったが，これに
ついても MSLAR で計測可能であった．（通常ではこの場合検査員は筋交い無しと判断する．）
また住宅検査員の確認作業は位置の確認や安全上の理由から最低でも 2 名で実施する必要
があったが，レーダによる計測は 1 名の作業員で実施可能であった．以上のことから，
MSLAR を現場での確認作業に適用することにより作業時間をのべ 8（人･時間）から 1（人･
時間）に短縮できる可能性があると考えられる．さらに天井裏や床下に侵入して作業できる
技量を持った熟練者も不要になる可能性があると考えられる．したがって木造住宅の耐震
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診断における現場での作業時間の短縮，作業内容の簡略化による確認作業の迅速化ならび
に省力化を同時に実現することが可能になると考えられる． 
 
6.2 レーダ計測結果 
今回レーダで計測した結果の一部を以下に示す．計測を実施した建物は築年数が古く建
物の図面は残っていないため壁内部の構造は不明である．上区地区センターの外壁と計測
位置を図 6.1 にそれぞれ示す．その計測結果については図 6.2 に示す．下区地区センターの
外壁と計測位置を図 6.3 にそれぞれ示す．その計測結果については図 6.4 に示す．上区地区
センターでは，図 6.2 に示す通り格子状の模様が映像化されていることが分かる．この模様
は土壁を作成する際に用いられる“小舞”によるものと考えられる．このため本家屋は土壁
を用いた伝統工法で建築されたものであると考えられる．なお，本家屋はリフォームが施さ
れており外観上は伝統方法であることが明確ではない．一方，下区地区センターに関しては
図 6.4 に示す通り筋交いと考えられる構造が明瞭に映像化されていることが分かる．この結
果から本家屋は従来工法で建築されたものであることが分かる． 
以上の結果は，本レーダの適用により実際の家屋でも簡便な計測で壁の内部構造を把握
することが可能であることを示している．また当初予定していなかった土壁に対しても適
用可能であることを示している．  
 
 
図 6.1 上区地区センター 
(a)外壁，(b)計測位置 
 
(a) (b)
計測方向
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図 6.2 上区地区センター外壁の計測結果 
 
 
図 6.3 上区地区センター 
(a)外壁，(b)計測位置 
 
 
図 6.4 下区地区センター外壁の計測結果 
(a)外壁，(b)計測位置 
計測方向
(a) (b)
計測方向
計測方向
胴縁
筋交い
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6.3 耐震診断支援システムの検討 
 木造家屋の耐震診断では建築士の資格を持つ住宅検査員が耐震診断を行う．現状では検
査員による家屋の概観検査，家屋内部へ侵入しての柱や筋交いの目視確認，残っている図面
等から必要な情報を集め，耐震診断ソフトウエアを利用して最終的な耐震診断を実施して
いる．実際に宮城県仙台市の建築設計事務所が利用している木造住宅用耐震診断ソフトウ
エアとして，一般財団法人宮城県建築士事務所協会が推奨している「耐震 CheckⅢ（© 時空
間）」が挙げられる．この耐震診断ソフトウエアは以下の機能を持つ． 
・図面の無い木造家屋に対しても，図面をマニュアルで入力することが可能． 
・各構造部材の強度査定を入力する． 
・建物の構造と設定した条件から耐震強度を数値で判定する． 
そのソフトウエアの画面を図 6.5 に示す． 
 
図 6.5 耐震 CheckⅢ（© 時空間）の画面 
(a)壁，床の図面入力，(b)壁の仕様，(c)劣化度の入力，(d)計算結果出力 
(a) (b)
(c) (d)
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この耐震診断ソフトウエアを利用した耐震診断の作業フローを図 6.6 に示す．まず検査
員が現場に出向き建物の外観検査を行い，建物の構造概要を把握する．そして検査員が実
際に天井裏や床下に侵入し，柱や筋交いの“有無”を直接目視確認する．ここで得た情報
を耐震診断ソフトウエアに入力し，最終的な建物の耐震診断を実施する． 
 
  
図 6.6 現状の耐震診断作業フロー 
 
この中で最も検査員の負荷が高い作業は，建物内侵入目視検査である．天井裏や床下は暗
く入り組んだ構造であり方向感覚も失いやすい．構造によっては柱や筋交いの有無すら確
認できない場合もある．この作業が可能な検査員は十分な経験を持ち身のこなしが軽い者
に限られる．この作業は診断の中で最も時間のかかる作業でもある．さらに侵入の補助や声
かけ等の外からのサポートが必須であるため，この検査は最低でも２名の検査員が必要に
なる．ここでの作業時間の短縮，作業内容の簡略化，省力化は現状の耐震診断の課題と考え
られる．また，ここで得られた柱や筋交いの“有無”の情報は耐震診断ソフトウエアに入力
される．しかしながら，耐震診断で最も重要な筋交いの幅，厚みの正確な寸法は現状の検査
からは得られないため，検査員の主観によって入力されている．これらの値を客観的な数値
として入力することができれば耐震診断の精度は大幅に向上する．筋交いの幅，厚みの寸法
を客観的な数値として如何に得るかは現状の耐震診断の最も大きな課題として考えられる． 
建物内侵入
目視検査
建物情報入力
耐震診断
耐震診断ソフトウエア
（耐震CheckⅢ© 時空間）
外観検査
図面入力
94 
 
本研究で開発した 3 次元イメージングレーダを使用すればこれらの課題を解決すること
が可能である．そしてこのレーダを耐震診断へ適用するために“耐震診断支援システム”を
検討する．図 6.7 にここで検討する耐震診断支援システムを利用した耐震診断の作業フロー
を示す． 
 
 
 
図 6.7 耐震診断支援システムを利用した耐震診断作業フロー 
 
まず検査員が建物の外観検査を実施した後に，レーダ計測を実施する．耐震診断ソフトで入
力した建物の図面情報と耐震診断支援システムの図面情報は相互リンクしておりレーダの
計測結果はシステムの中で図面の中に関連付けられて保管される．耐震診断ソフトの図面
表示画面を図 6.8(a)，耐震診断支援システムの画面イメージを図 6.8(b)に示す．システムの
図面の中で壁の位置をマウスでクリックするとその位置の写真とレーダ計測による壁内部
の 3 次元映像出力が表示される．その出力映像をシステムの中で分析することによって，客
観的な数値として筋交いの幅，厚みの寸法を得る．その数値を耐震診断ソフトに入力するこ
とによって，現状よりも精度の高い耐震診断を実現することが可能になる．また図 6.6 と図
6.7 を比較するとこのシステムを利用することにより最も検査員の負荷が高い作業である建
レーダ計測
図面入力
建物情報入力
耐震診断
筋交いの分析
耐震診断ソフトウエア
（耐震CheckⅢ© 時空間）
耐震診断支援システム
外観検査
図面入力
相互リンク
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物内侵入目視検査を省略することが可能になることが分かる． 
 
 
(a) 
 
(b) 
図 6.8 耐震診断支援システムの画面イメージ 
(a)耐震診断ソフトウエア図面表示画面，(b) 耐震診断支援システム画面 
 
家屋の図面
家屋の図面
写真
レーダ画像
図面をマウスでクリックした位置の写真とレーダ
出力映像を画面に表示
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この耐震診断支援システムの有効性をさらに検討するために，実際にソフトウエアを試
作した．そして木造家屋試験体の計測データの分析から筋交いの寸法情報を読み取る試験
を実施した．図 6.9 に計測した木造家屋試験体の図面を示す．  
 
 
図 6.9 木造家屋試験体図面 
 
今回試作した耐震診断支援システムの分析画面を図 6.10 に示す．この試験体の図面情報と
計測データはシステムに既に入力されている． 
 
図 6.10 耐震診断支援システムの分析画面 
 
画面の家屋図面の壁の位置にある矢印ボタンをマウスでクリックするとその場所の壁の写
真と計測した 3 次元映像が表示される．この 3 次元映像から筋交いの配置や状態を観察す
筋交い90x30
建屋図面
状況写真
3D画像
平面画像
画像から読み取った筋交い幅＝89mm
画像深さ
調節
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ることができる．画面右下にはレーダ表面からの距離 Z（以下，深さ）に応じた 2 次元の平
面画像が表示される．平面画像横のスライドバーをマウスで上下させることによって，3 次
元映像を元に深さを変えた 2 次元画像が表示される．この平面画像上のマウス操作で測定
線を描くことによって筋交いの平面的な寸法を読み取ることができる．図 6.10 の中では実
際に筋交いの 2 次元画像の上に赤い測定線を描画することで筋交いの幅を読み取っている．
その結果，筋交いの幅は 89mm であった．図 6.9 から試験体の筋交いの幅は 90mm であり，
誤差 1mm で筋交いの幅を読み取ることができていることが分かる．また，深さ Z を変えた
平面画像を図 6.11 に示す． 
 
 
図 6.11 深さを変化させた場合の筋交いの平面画像 
(a)Z=79mm，(b)Z=90mm，(c)Z=101mm，(d)Z=109mm，(e)Z=120mm，(f)Z=131mm． 
 
スライドバーをマウスで操作して平面画像の深さを変化させると，図 6.11(b)に示す通り深
さ90mmから筋交いの輪郭が現れ始めることが分かる．また図6.11(e)に示す通り深さ120mm
から筋交いのすぐ裏にある“ラス板”表面の反射信号が強く現れ始めることが分かる．筋交
いはラス板に接して取り付けられることから，筋交いの厚みは 30mm（=120mm－90mm）で
あると読み取れる．図 6.9 から試験体の筋交いの厚みは 30mm であり，ほぼ誤差無く筋交い
の厚みを読み取ることができていることが分かる．以上の一連の操作において筋交いの配
置や形状を把握することができると考えられる． 
Z=79mm
Z=90mm
Z=101mm
Z=109mm
Z=120mm
Z=131mm
画像から読み取った筋交い厚み＝ 120-90 = 30mm
筋交い表面
の検知位置
木摺り表面
の検知位置
(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
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木造住宅の筋交いは，1.3 節で述べたように規格化されている．大半の木造住宅では，“二
つ割”と呼ばれる厚さ 45 mm×幅 90 mm の断面形状を持つ筋交いもしくは“三つ割”と呼
ばれる厚さ 30 mm×幅 90 mm の断面形状を持つ筋交いが用いられる．また建物によっては
これらの断面形状以外の筋交いが用いられる場合もあるが，木造建築で利用される木材の
殆どは 15 mm 刻みで寸法が規格化されているため，筋交いの断面形状は 15 mm 刻みで読み
取れば十分と考えられる．以上のことを踏まえておくことによりさらに精度良く筋交いの
配置や形状を読み取ることができると考えられる 
 
6.4 まとめと今後の課題 
 MSLAR を実際の木造住宅の耐震診断でどのように適用すべきか検討し，その上で耐震診
断支援システムを検討した．MSLAR と耐震診断支援システムを木造家屋の耐震診断に適用
することにより，3 次元映像出力から筋交いの幅や厚みといった強度に直結する寸法を客観
的な数値として得ることができることを示した．これらの数値を耐震診断ソフトに入力す
ることによって，より信頼性の高い耐震強度を計算することが可能になる．また，木造住宅
の耐震診断における現場での確認作業の迅速化と省力化を同時に実現することも可能であ
ることを示した． 
 木造家屋の耐震診断分野への MSLAR の適用にあたり，今後検討すべき課題を以下に述
べる．強度部材である柱については，これまでの計測結果においてあまり触れられていない
ためここで検討を行う．壁の中の柱は，筋交いとは異なり構造上手前側の壁材に接している
か非常に近接している．したがって 10 GHz～20 GHz 帯を利用したこのレーダの近接計測で
は明瞭に映像化することは困難である．これはマイクロ波の波長に起因するものであり，解
決するためには利用周波数の更なる広帯域化を必要とする．現在のところ装置化の観点か
らは合理的ではないが，将来的にはマイクロ波，ミリ波デバイス技術の進展により実現可能
になると期待する．一方で，柱は 3 次元映像において胴縁や筋交いや奥側の壁材といった壁
の中の構造物の欠損画像として間接的に観測することができる．したがってこの画像から
柱の有無を明確に判断することは可能である．以上のことから住宅検査員が天井裏や床下
から柱や筋交いの有無を確認する現行の作業の多くは本章で検討した MSLAR の計測で十
分置き換えることが可能であると考えられる．装置の使いやすさについては，計測を実施し
た作業員から走査速度が若干遅いとの課題が挙げられた．これについてはレーダのデジタ
ル制御回路の改良により走査速度を 6 cm/sec から 12 cm/sec へ 2 倍にする目処をつけてい
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る．次号機のレーダ製作で解決可能である．装置価格は装置の普及において重要な要素であ
る．これについては量産化後の装置価格を検討した．その結果，検査員の作業時間の短縮，
作業内容の簡略化，省力化による作業費用の圧縮によって，事業者が十分賄うことが可能で
あるレベルに収まると考えられる．耐震診断支援システムについては，既存耐震診断ソフト
ウエアとの統合を実現していくことを検討している．技術的な問題は無いと考えられる． 
 3 次元イメージングレーダ技術の耐震診断以外への適用先としては，木造住宅のリフォー
ム分野が挙げられる．近年特に，省エネ効果の高い断熱材を既存の断熱材と交換する工事が
増加している．この場合，間柱，胴縁，筋交いといった壁の中構造物の位置を全て正確に把
握しておく必要がある．このレーダを適用することによって，具体的な工事計画を事前に作
成することが可能になり，円滑な工事が実現されると考えられる．このように木造住宅のリ
フォーム分野へも本技術の普及は期待されると考えられる．この分野への普及の取り組み
は今後の課題として考えられる． 
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第 7章 結論 
地震の多発する我が国において国内の戸建て住宅の大半を従来工法の木造住宅が占めて
いる．その居住者が安全安心な住環境で暮らすためには，信頼性の高い木造住宅の耐震診断
が必要とされている．しかしながら，現在行われている耐震診断では家屋の強度部材である
柱や筋交いの情報収集において検査員の目視でその有無を確認するのみであり，したがっ
てその診断結果は信頼性のばらつきが生じる危険性を含んでいると考えられる．また大型
地震に被災した多くの木造家屋の被災状況の診断では，被災家屋の迅速な耐震診断が求め
られる．しかしながら，木造家屋の耐震診断では数に限りのある熟練した住宅検査員による
現地調査が必要であり，十分な対処を迅速に実施することは難しいと考えられる．そのうえ
高齢化や人口減少が進展している我が国の状況において，熟練した住宅検査員の人手不足
は年々進んでいくことが予想される．これらの課題を解決するために，本研究では従来工法
木造住宅の耐震診断へ適用可能な新しい非破壊検査装置としてマルチスタティックリニア
アレイレーダ（MSLAR）を提案した．  
 
 第 1 章では，本研究の背景と目的を示した．その中で従来工法木造家屋の耐震診断の現状
と課題を示した．そして課題を解決する非破壊検査手法について検討し，電波によるレーダ
法が有力であることを示した．レーダ法を利用する耐震診断へ適用可能な非破壊検査装置
として，MSLAR を提案した．  
第 2 章では，10 GHz～20 GHz の帯域で動作するアレイアンテナ用抵抗装荷プリント化ボ
ウタイアンテナを最適化設計した．このアンテナは給電部にテーパ形状を持つグランド付
きコプレーナ線路と平行給電線路を組み合わせたプリント化されたテーパーバラン回路を
持つ．また，このアンテナを利用し送信アンテナアレイと受信アンテナアレイから成るリニ
アアレイアンテナを最適化設計した．その送受信アレイ間隔は計測ダイナミックレンジの
有効活用の観点から決定した． 
第 3 章では，MSLAR に適用可能なリニアアレイアンテナの校正方法を提案した．この校
正方法はアンテナを装置から取り外すことなく周波数領域の計測データを校正することを
可能にする．実際にリニアアレイアンテナで計測したデータを利用して校正処理を実施し
効果を検証した．その結果，送受信アンテナ間隔が等しいチャンネルでの周波数領域の計測
データにおいて位相の標準偏差の低減，振幅の標準偏差の若干の低減，帯域幅の改善を確認
した． 
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 第 4 章では，木造家屋用の非破壊検査装置として，壁内部を非破壊で 3 次元映像化可能
な 10 GHz～20 GHz 帯 MSLAR を提案した．装置を開発し，その性能確認をするために，2
つの在来工法木造家屋壁モデルに対して計測試験を実施した．その結果，これらモデルに対
して壁内部の筋交い材の形状を明瞭に 3 次元映像化することが可能であることを示した．
また，第 3 章で提案した校正方法の効果の評価も行った．その結果，目標物の背後に現れる
虚像が消えレンジ方向の目標物の位置が正確に表示されることを示した． 
 第 5 章では，MSLAR の従来工法木造家屋の壁内部の 3 次元映像化能力を実証するため
に，実際の従来工法木造家屋の外壁を忠実に模擬した試験体を製作し計測を実施した．その
結果，屋内壁側の計測では筋交いの画像は明瞭に現れた．筋交いの有無の判断と共に，その
画像から筋交いの配置や形状を容易に観察することが可能であることを示した．屋外壁側
からの計測では筋交いの画像は屋内壁裏面の画像強度が小さい部分として間接的に現れた．
その画像はぼやけているため筋交いの形状までは認識できないが，筋交いの有無の判断は
可能であることを示した． 
第 6 章では，MSLAR を実際の木造住宅の耐震診断でどのように適用すべきか検討し，そ
の上で耐震診断支援システムを検討した．MSLAR と耐震診断支援システムを木造家屋の耐
震診断に適用することにより，3 次元映像出力から筋交いの幅や厚みといった強度に直結す
る寸法を客観的な数値として得ることができることを示した．これらの数値を耐震診断ソ
フトに入力することによって，より信頼性の高い耐震強度を計算することが可能になる．ま
た，木造住宅の耐震診断における現場での確認作業の迅速化と省力化を同時に実現するこ
とも可能であることを示した．さらに，3 次元イメージングレーダ技術の適用にあたり今後
検討すべき課題を述べた． 
 
MSLAR と第 6 章で検討した耐震診断支援システムを木造家屋の耐震診断に適用すれば，
前記の課題を解決することが可能になると考えられる．屋内の壁の表面からレーダ計測を
実施することで，筋交いの 3 次元映像を得ることができる．その出力映像を分析することに
よって耐震性能評価で最も重要な筋交いの幅や厚みといった強度に直結する寸法を客観的
な数値として得ることができる．精緻な筋交いの 3 次元映像をさらに観察することで筋交
いの変形も観測可能である．これらの数値を耐震診断ソフトに入力することによって，より
信頼性の高い耐震強度を計算することが可能になると考えられる．また，耐震診断の現場確
認作業で熟練した住宅検査員とサポートを加えた 2 名の住宅検査員が実施していた 4 時間
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の作業を，レーダを利用すれば作業員 1 人が 1 時間で完了できる可能性があると考えられ
る．言い換えると作業時間をのべ 8（人･時間）から 1（人･時間）に短縮できる可能性があ
ると考えられる．さらに天井裏や床下に侵入して作業できる技量を持った熟練者も不要に
なる可能性があると考えられる．したがって木造住宅の耐震診断における現場での作業時
間の短縮，作業内容の簡略化による確認作業の迅速化ならびに省力化を同時に実現するこ
とも可能になると考えられる．また MSLAR の操作性，コスト等についても検討し実用化可
能な水準で実現できる見通しを得ている． 
したがって，木造家屋耐震性能評価における 3 次元イメージングレーダ技術の応用と活
用として，本研究で提案した MSLAR を従来工法の木造住宅の耐震診断に適用することは
十分合理的であると考えられる． 
現状の木造家屋の耐震診断では，建築士の資格を持つ住宅検査員が，建築士の知見とこれ
までの経験から家屋の検査を行っている．建物の外観から当然あるべき柱や筋交いの位置
を推定し，実際に検査員がその位置で家屋の天井裏や床下に侵入して直接目視することに
よって筋交いや柱の有無の情報を得ている．そして筋交いの断面形状の判断は検査員の判
断に委ねられている．このような個人の経験や技量に基づいた耐震診断では，当然その診断
結果の信頼性に検査員による個人差が生じると考えられる．木造建築の分野以外でも未だ
多くの検査でこういった経験や技量に基づいた検査が数多く存在している．本研究では木
造家屋の耐震性能評価に対して 3 次元イメージングレーダ技術を応用することで，客観的
な計測データとして強度部材である筋交いの断面形状や配置状況を簡便に捉えることを実
現した．これまでこの装置の実現を困難にしていたのは，装置に必要な高周波デバイスが高
価格かつ性能不足であったことであり，信号処理を行う計算機が能力不足であったことで
あった．しかしながら，近年の半導体，通信分野でのエレクトロニクス技術の急激な進展は，
20 GHz 帯域レベルのレーダ装置の実現における半導体に関する課題の多くを解決した．こ
のような状況の下，本研究では新たに 10～20 GHz の帯域幅で動作するアレイアンテナを最
適化設計し，そのアレイアンテナの校正方法を提案することで，この周波数帯域幅で動作す
るレーダ装置を開発した．今後，本研究で得られた 20 GHz 帯域レベルの装置化の知見を基
にして，他の幅広い分野においても個人の経験や技量に基づいた診断や検査を，装置を利用
した客観的なものに置き換えていくべきであると考えられる．  
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